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１ 本報告書の位置づけ

本報告書は、沖縄県振興審議会に諮問された沖縄２１世紀ビジョン基本計画

（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）について、文化観光スポーツ部会に

おける調査審議結果をとりまとめたものである。

２ 文化観光スポーツ部会の概要

⑴ 文化観光スポーツ部会の所掌事務について

沖縄県振興審議会に設置されている部会のうち、文化観光スポーツ部会

は「観光・リゾート産業、文化、スポーツ、交流等に関すること」を所掌

することとされている（沖縄県振興審議会運営要綱第２条）。

⑵ 文化観光スポーツ部会の調査審議箇所について

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）

のうち、文化観光スポーツ部会における調査審議箇所については、次のと

おりである。なお、他の部会と一部重複する箇所がある。

○第２章 沖縄振興の現状と課題

２ これまでの沖縄振興の分野別検証

⑴ 沖縄らしい優しい社会の構築

イ 文化

(ｱ) 伝統文化の保全・継承及び文化の創造

ｂ 文化芸術の振興

ｃ 文化施設の整備

⑵ 強くしなやかな自立型経済の構築

イ 交流

(ｱ) 世界との交流ネットワークの形成

ａ 国際交流の推進

ｂ 国際交流拠点形成のための基盤整備

(ｲ) 国際協力・貢献活動の推進

ａ 国際協力・貢献活動の推進、平和の発進

ウ 観光産業振興

(ｱ) 世界水準の観光リゾート地の形成

ａ 入域観光客数

ｂ 観光収入

⑶ 将来像実現のための原動力となる人づくり
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ア 人材育成

(ｴ) 産業振興を担う人材の育成

ａ 産業人材の育成

○第３章 基本施策の推進による成果と課題及びその対策

１ 沖縄らしい自然と歴史、伝統、文化を大切にする島

⑷ 伝統文化の保全・継承及び新たな文化創造

ア 沖縄の文化の源流を確認できる環境づくり

イ 文化の担い手の育成

ウ 文化活動を支える基盤の形成

エ 文化の発信・交流

⑸ 文化産業の戦略的な創出・育成

ア 文化資源を活用したまちづくり

ウ 文化コンテンツ産業の振興

⑺ 人間優先のまちづくり

ア まちづくりにおけるユニバーサルデザインの推進

２ 心豊かで、安全・安心に暮らせる島

⑴ 健康・長寿おきなわの推進

イ 「スポーツアイランド沖縄」の形成

３ 希望と活力にあふれる豊かな島

⑴ 自立型経済の構築に向けた基盤の整備

エ 国際ネットワークの構築、移動・輸送コストの低減及び物流

対策強化

⑵ 世界水準の観光リゾート地の形成

ア 国際的な沖縄観光ブランドの確立

イ 市場特性に対応した誘客活動の展開

ウ 大型MICE施設を核とした戦略的なMICEの推進

エ 観光客の受入体制の整備

オ 世界に通用する観光人材の育成

カ 産業間連携の強化

⑹ 沖縄の魅力や優位性を生かした新たな産業の創出

ア 沖縄のソフトパワーを活用した新事業・新産業の創出

イ MICEを活用した産業振興とMICE関連産業の創出

⑿ 離島の特色を生かした産業振興と新たな展開

ア 観光リゾート産業の振興

エ 離島を支える多様な人材の育成

オ 交流と貢献による離島の新たな振興

４ 世界に開かれた交流と共生の島

⑴ 世界との交流ネットワークの形成

ア 国際ネットワークの形成と多様な交流の推進
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イ 世界と共生する社会の形成

ウ 国際交流拠点の形成に向けた基盤の整備

⑵ 国際協力・構築活動の推進

ア アジア・太平洋地域の共通課題に対する技術協力等の推進

５ 多様な能力を発揮し、未来を拓く島

⑷ 国際性と多様な能力を涵養する教育システムの構築

ア 国際社会、情報社会に対応した教育の推進

イ 能力を引き出し、感性を磨く人づくりの推進

ウ 優れた人材を育み地域の発展に寄与する高等教育の推進

⑸ 産業振興を担う人材の育成

ア リーディング産業を担う人材の育成

ウ 新産業の創出や産業のグローバル化を担う人材の育成

○第４章 克服すべき沖縄の固有課題

２ 離島の条件不利性克服と国益貢献

⑺ 特産品開発やプロモーションなどマーケティング支援等の強化

○第５章 圏域別展開

２ 中部圏域

⑵ 今後の主な課題

⑶ 文化観光スポーツ部会の構成について

文化観光スポーツ部会の構成は次のとおりである。

小島 博子 一般社団法人日本旅行業協会沖縄支部副支部長

前田 裕子 公益財団法人名護市観光協会理事長

當山 智士 一般社団法人沖縄県ホテル協会会長

◎下地 芳郎 沖縄観光コンベンションビューロー会長

東 良和 沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長

佐野 景子 独立行政法人 国際協力機構沖縄センター所長

與那嶺 善道 公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団理事長

佐久本 嗣男 公益財団法人沖縄県体育協会理事長

渡嘉敷 通之 公益財団法人沖縄県体育協会専務理事

原田 宗彦 一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構会長

石原 端子 沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授

大城 學 岐阜女子大学沖縄サテライト校教授

○平田 大一 沖縄文化芸術振興アドバイザー

富田 めぐみ 合同会社琉球芸能大使館代表

ミゲール・ダルーズ 沖縄空手案内センタースタッフ

※◎は部会長、〇は副部会長を示す。
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⑷ 文化観光スポーツ部会の開催実績について

文化観光スポーツ部会の開催実績は次のとおりである。

〇第１回文化観光スポーツ部会

日時：令和元年８月９日（金）14:00～16:30

場所：沖縄県庁１階第１・２会議室

議題：

⑴ 委嘱状交付式

⑵ 文化観光スポーツ部会の運営方法等について

⑶ 沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

（素案）【概要版】について

⑷ 沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

（素案）第２章 沖縄振興の現状と課題について（文化観光スポ

ーツ部会関連）

〇第２回文化観光スポーツ部会

日時：令和元年９月３日（火）13:30～15:30

場所：八汐荘屋良ホール

議題：

⑴ 第１回部会の確認事項

⑵ 沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

（素案）第３章 基本施策の推進による成果と課題及びその対策

（文化観光スポーツ部会関連）

《検討テーマ》

文化芸術の振興、スポーツアイランド沖縄、海邦交流拠点の形

成

⑶ 第３回部会調査審議箇所について

〇第３回文化観光スポーツ部会

日時：令和元年９月12日（木）15:00～17:00

場所：八汐荘４階中会議室

議題：

⑴ 第２回部会の確認事項

⑵ 沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

（素案）第３章 基本施策の推進による成果と課題及びその対策

（文化観光スポーツ部会関連）

《検討テーマ》

市場特性に対応した誘客活動の展開、観光客の受入体制の整備、

世界に通用する観光人材の育成
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⑶ 第４回部会調査審議箇所について

〇第４回文化観光スポーツ部会

日時：令和元年10月29日（火）15:00～17:00

場所：県庁６階第２特別会議室

議題：

⑴ 沖縄21世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

（素案）第３章 基本施策の推進による成果と課題及びその対策

（文化観光スポーツ部会関連）

《検討テーマ》

空手発祥の地・沖縄、戦略的なMICE振興

⑵ 文化観光スポーツ部会調査審議報告書（案）について

〇第５回文化観光スポーツ部会

日時：令和元年11月20日（水）15:00～17:00

場所：県庁６階第２特別会議室

議題：

⑴ 文化観光スポーツ部会調査審議報告書（案）について

⑵ SDGs と沖縄２１世紀ビジョン基本計画の関係

３ 文化観光スポーツ部会における調査審議結果

⑴ 沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）

に対する修正意見について

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）

に対する修正意見については、別紙１（沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖

縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する修正意見審議結果一覧（文

化観光スポーツ部会））のとおりである。

⑵ 重要性を増した課題及び新たに生じた課題について

文化観光スポーツ部会における調査審議の過程において、重要性を増し

た課題及び新たに生じた課題として特定すべき事項について、別紙２（重

要性を増した課題及び新たに生じた課題の一覧（文化観光スポーツ部会））

のとおりとりまとめた。

⑶ 自由意見について

文化観光スポーツ部会における調査審議の過程において、⑴及び⑵以外

の意見について、別紙３（自由意見の一覧（文化観光スポーツ部会））の

とおりとりまとめた。
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別紙１

番
号

章 頁 行 報 告 書 （ 素 案 ）本 文 意 見 （ 修 正 文 案 等 ） 理　　　由　　　等 審　議　結　果 発言の委員

1 2 221 8 県外において認知度が低い小規模離
島については観光客の増加に向けた重
点的な支援が必要である。

県外において認知度が低い小規模
離島については観光客の増加及び
観光客一人当たりの消費額の増加
に向けた重点的な支援が必要であ
る。

観光客数の増加は上下水道設備、トイレ等の施設
整備、ゴミの増加、交通量の増加に伴う諸問題等が
発生する。これらの諸問題への対応は地域住民や
地域行政が負担するものである。そのため、地域にお
ける観光収入はこれらの負担に見合う必要がある。
小規模離島における観光客数の増加は、日帰り観
光客等の消費額の少ない観光客の増加が危惧され
る。
そのため、小規模離島への観光客数の増加に向け
た支援を展開する際には、単に入域客数の増加に
向けた施策に留まらず、一人当たりの消費単価を増
加させる施策を伴う必要がある。

【委員意見を踏まえ修正】
P221(８行目)に「島のニーズに合わせて」、「それぞれの個性や魅力を
活かした誘致活動による」、「及び観光客一人当たりの消費額の増
加」の文言を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズに合わ
せて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による観光客の増加
及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重点的な支援が必
要である。

沖縄県商工会連合会会長
米須　義明（委員）
（ｺﾒｽ　ﾖｼｱｷ）

（沖縄県振興審議会委員/産業振興部会）

2 2 25 20 平成23年の数次ビザ発給開始による中
国人観光客の増加に加え、

平成22年のチャーター便の運航や平
成23年の数次ビザ発給開始による
中国人観光客の増加に加え、

前年くらいからすでに増加傾向にあったのではない
か。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

（部会長）
琉球大学国際地域創造学部教授
大城郁寛
（ｵｵｼﾛ　ｲｸﾋﾛ）

（総合部会）

3 2 144 b　国際交流拠点形成のための基盤整
備

この項目については、観光に関する
記述となっており、交流に関する記述
を主体に整理すべきではないか。

交流の部分について、観光中心（MICEやクルーズ
船）の内容となっている。観光（受け入れのみ）と交流
（相互に行き交う）は異なるものである。

（総合部会）

【原文のとおり】
交流につきましては、素案P139～143において、国際交流の推進やウ
チナーネットワーク等の現状・取組・課題等に記述していることから、原
文のとおりとする。

（部会長）
琉球大学国際地域創造学部教授
大城郁寛
（ｵｵｼﾛ　ｲｸﾋﾛ）

（総合部会）

4 2 127 38 a　国際線旅客数 国際貨物ターミナルが一時的にLCC
旅客ターミナルになっていたことの記述
も空港整備の変遷として記述したほ
うがよい。

【委員意見を踏まえ該当箇所を修正】
ＬＣＣ暫定ターミナル供用開始を明記するとともに、後の際内連結ビル
の供用開始により利便性が向上した視点を含め、他章と表現を揃え
る形で訂正する。修正文案は以下の通り。

（修正文案）
特に、平成23年度以降、ＬＣＣ参入に伴い外国人観光客の増加著し
い状況となったことから、これらの航空需要に対応するため、暫定的に
平成24年10月から貨物地区内にＬＣＣターミナルが、平成26年２月に
現在の国際線旅客ターミナルビルが新規供用開始された。さらに、平
成31年３月には際内連結ターミナルビルが供用開始され、これまで別
棟だった国内線・国際線の旅客ターミナルを一体化し、暫定ターミナル
のＬＣＣを同ビルに集約したことから、利便性が大幅に向上した。

（基盤整備部会）

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する修正意見審議結果一覧（文化観光スポーツ部会）
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別紙１

番
号 章 頁 行 報 告 書 （ 素 案 ）本 文 意 見 （ 修 正 文 案 等 ） 理　　　由　　　等 審　議　結　果 発言の委員

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する修正意見審議結果一覧（文化観光スポーツ部会）

5 2 157 33 また、レンタカーの増加等によって渋滞が
課題となっていることから、観光客の移動
の円滑化を図るため、体系的な幹線道
路網の整備や、定時定速かつ利便性の
高い公共交通ネットワークを形成する必
要がある。

課題として、空港周辺に集中するレ
ンタカー営業所（拠点）の分散が必
要ではないか。

第６次沖縄振興計画でも、レンタカー拠点の新設・
分散が必要になると思われるので。

【委員の意見を踏まえ修正】
P157（33行目）に、「観光拠点ともなりうるレンタカー貸し渡し拠点の
中・北部への分散化」の文言を追加し、素案本文を以下のとおり修正
する。

（修正文案）
「また、レンタカーの増加等によって渋滞が課題となっていることから、観
光拠点ともなりうるレンタカー貸し渡しの中・北部への分散化や観光客
の移動の円滑化を図るため、体系的な幹線道路網の整備や、定時
定速かつ利便性の高い公共交通ネットワークを形成する必要があ
る。」

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

6 2 149 34 沖縄振興策として那覇空港発着路線
に対する航空機燃料税、着陸料、航行
援助施設利用料の軽減措置が導入さ
れ、運航コストの軽減を通じた航空運賃
の低減（那覇－東京間の正規料金で
約11％の低減）や、航空路線の拡充に
つながった。

航空関連の軽減措置について、もっ
と明確に記述した方がよい。

38行から39行目は、「軽減措置の導
入が、航空路線の拡充を促進し観
光客の増加に寄与したと考えられ
る。」とした方がよい。

軽減措置の内容が国内線と国際線で異なることから 【委員意見を踏まえて修正する】
旅客に対する沖縄特例の軽減措置は、国内線のみであるため、該当
箇所に「国内路線に対する」の文言を追加する。また、意見のとおり、
38行目から39行目に「航空路線の拡充を促進し」の文言を追加し、
素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
沖縄振興策として那覇空港発着の国内路線に対する航空機燃料
税、着陸料、航行援助施設利用料の軽減措置が導入され、（中
略）、軽減措置の導入が、航空路線の拡充を促進し、観光客の増加
に寄与したと考えられる。

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

7 2 152 16 訪日外国人観光客は、平成24年以
降、クルーズ船寄港数の増加や格安航
空会社（ＬＣＣ）等の新規就航、ビザ発
給要件の緩和などにより急激に増加し
ている。

国全体においては、クルーズ客は一
部であり、成田、羽田、関空を利用
した「ゴールデンルート」に代表される
訪日旅行が牽引してきた内容を入れ
た方がよい。

国全体において、クルーズ客は一部であり、ゴールデ
ンルートによる訪日旅行者数増が、全体の数を押し
上げていると考えられるため。

【委員意見を踏まえ修正】
P152（16行目）に「東京、大阪、京都など、いわゆるゴールデンルートを
中心とした訪日需要の増大や」を追記し、素案本文を以下のとおり修
正する。

（修正文案）
訪日外国人観光客は、平成24年以降、東京、大阪、京都など、いわ
ゆるゴールデンルートを中心とした訪日需要の増大やクルーズ船寄港
数の増加、格安航空会社（ＬＣＣ）等の新規就航、ビザ発給要件の緩
和などにより急激に増加している

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

8 2 156 24 ｇ　観光産業を担う人材の育成 「沖縄県観光学習教材」について、
OCVBや学校の連携・取組の記述を
加える必要がある。

観光庁の施策集でも取り上げられている、全国的に
見ても先進的な取組であるため。

【原文のとおり】
P455（36行目）に「観光学習教材」の作成と出前講座実施に係る記
述をしていることから、原文のとおりとする。

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

9 2 157 13 （課題）
第５次観光振興計画では、～

滑走路の増設に伴う24時間かの運
用についても課題として記述して欲し
い。

現在は羽田をはじめとする国内線やアジア路線も午
後8時頃出発が出発地最終便となり、機会損失が
あるため。

【原文のとおり】
空港の24時間運用について、深夜、早朝枠の活用や受入体制の課
題等について、今後の振興計画において検討することとしていることか
ら、原文のとおりとする。

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和　氏
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

9
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10 スポーツアイランド沖縄という大きな看
板を出しているので、第２章にもス
ポーツについて触れるよう目次を追加
してほしい。

【原文のとおり】
今回の総点検は、現行計画策定時の内容を検証することとしているこ
とから、原文のとおりとする。
なお、第２章への追記については、委員意見を踏まえ、次期振計にお
いて項目立てを行い、整理する。

沖縄県体育協会専務理事
渡嘉敷　道之
（ﾄｶｼｷ　ﾐﾁﾕｷ）

（文化観光スポーツ部会）

11 一次振計から３次振計の基本的な
スローガン、その時のコンセプトをP８
ページ記載の今後どういう沖縄を作っ
ていくかとういう6つの視点を考える上
で参考になるので、追記してはどう
か。

【原文のとおり】
これまでの沖縄振興計画の目標と主な沖縄振興等についてP26に記
述していることから、原文のとおりとする。

名護市観光協会理事長
前田　裕子
（ﾏｴﾀﾞ　ﾋﾛｺ）

（文化観光スポーツ部会）

12 2 219-
221

離島振興（観光） 大きな離島と周辺離島の観光対策
を分ける必要がある。
周辺離島については、県民が行き来
できるような仕組みを考える必要があ
る。との記載。

離島としてひとくくりにして捉えてしまうとちょっと見誤っ
てしまうのではないかと思われる。例えば、宮古島の
宮古島本島、あるいは八重山の石垣島、西表島本
島だけではなくて、その周辺の離島まで少し現状を見
ておかないと、周辺離島においては恐らく観光なんて
そもそも伸びていないでしょうし、いろいろな社会インフ
ラが乏しい中で農業をやっていく、非常に厳しい環境
があるのではないかと思う。
観光客が増えてきているというのも、恐らくクルーズ船
で大きい島に寄って増えているだろうと思うんですけれ
ども、大事なのは観光客の数というよりも、離島の離
島まで観光客に限らず県民の皆さんが行き来できる
ような仕組みを何か考えないといけない。

【委員意見を踏まえて修正】
P221(８行目)に「島のニーズに合わせて」、「それぞれの個性や魅力を
活かした誘致活動による」、「及び観光客一人当たりの消費額の増
加」の文言を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズに合わ
せて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による観光客の増加
及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重点的な支援が必
要である。

沖縄県農業協同組合中央会常務理事
嵩原 義信
（ﾀｹﾊﾗﾖ ｼﾉﾌﾞ）

（農林水産振興部会）

13 　観光客の受け入れ体制について、
クルーズ船からの観光客が国際通り
周辺での観光時に観光バスが待って
いる状態が見受けられる。観光バス
の駐車場対策を検討をすべき。

【原文のとおり】
国際通り周辺においては、これまで貸切バスの乗降場及び待機場が
十分に整備されていなかったことから、貸切バスの滞留による路上混雑
や交通渋滞が生じている状況がある。そのため、那覇市の単独事業に
より、明治橋近くの仮設バスターミナル跡地において、貸切バスの待機
場を整備し、令和元年10月15日から運用を開始しところである。また、
県と那覇市の共同事業により、那覇市樋川の農連プラザ横の県有地
を活用して、貸切バスの乗降場の整備を進めており、令和２年３月の
供用開始を予定している。

沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社
長
湯淺　英雄
（ユアサ　ヒデオ）

（基盤整備部会）

10
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14 2 143 33-
37

　国際交流の推進については、海外在
住の県系人の世代交代が進む中、若
者の県人会活動等への参加が減少傾
向にあるなど、ウチナーンチュとしての意
識、アイデンティティーの低下が懸念され
ている。
　このことから、ウチナーネットワークを担う
次世代育成のための各事業間の連携を
進め、若い世代へのアプローチを図る必
要がある。

　国際交流の推進については、海外
在住の県系人の世代交代が進む
中、若者の県人会活動等への参加
が減少傾向にあるなど、ウチナーン
チュとしての意識、アイデンティティーの
低下が懸念されている。
　このことから、移住・移民の経緯や
困難を克服してきた歴史等に対する
理解促進等を土台として、ウチナー
ネットワークを担う次世代育成のため
の各事業間の連携を進め、若い世
代へのアプローチを図る必要がある。

若者のウチナーンチュとしての意識、アイデンティティー
は言い換えれば、ウチナーンチュであることの誇りであ
り、それは現在だけを見た対応でなく、県系人が世界
に広く展開する・受け入れられるに至った経緯・歴史
を理解してこそ感じられるものではないか。JICAの日
系研修やボランティア派遣を通じて接する若い世代
は、自分自身のルーツに関心を有していることがわ
かっている。進行する世代交代が世代間分断となら
ず、世代から世代への引継ぎになるような発想で取り
組むことが重要。
併せてその観点から、高齢化が進む１世（国によって
は2世）の移住・移民当時を知ることができる情報・
資料の継続収集（散逸防止）や県民・県系人への
展示も大切な取組であると考えられる。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）

15 2 617 25-
29

　ウチナーネットワークの継承・拡大につ
いては、世界に42万人といわれる海外在
住の県系人が国際交流・協力の架け橋
として大きな役割を果たしているところで
あるが、世代交代が進み、ウチナーンチュ
としての意識、アイデンティティの低下が
懸念されていることから、世界のウチナー
ンチュのネットワーク継承や次世代の担
い手の育成に取り組む必要がある。

　ウチナーネットワークの継承・拡大に
ついては、世界に42万人といわれる
海外在住の県系人が国際交流・協
力の架け橋として大きな役割を果た
しているところであるが、世代交代が
進み、ウチナーンチュとしての意識、ア
イデンティティーの低下が懸念されて
いることから、移住・移民の経緯や困
難を克服してきた歴史等に対する理
解促進等を図りつつ、世界のウチ
ナーンチュのネットワーク継承や次世
代の担い手の育成に取り組む必要が
ある。

同上 【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）

16 2 146 39-40 　技術研修員の受入れを開始した昭和
57年度から平成29年度までの技術研
修員の受入累計数は、1万2,145人にの
ぼり、技術協力の推進が図られている。

　技術研修員の受入れを開始した
昭和57年度から平成30年度までの
技術研修員の受入累計数は、1万
2,554人にのぼり、技術協力の推進
が図られている。

平成30年度受入実績が確定したため。
なお、受入国数及び受入地域の順（147頁14行）は
変更なし。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）

17 2 147 【図表2-2-2-2-5】JICA沖縄センター研
修員受入実績（累計）の推移

平成30度分実績を追加する。内訳
は、アジア133、大洋州91、中南米
77、中近東20、アフリカ86、欧州2
（合計409）。

平成30年度受入実績が確定したため。
なお、受入国数及び受入地域の順（147頁14行）は
変更なし。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）
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18 3 624 4～7 　国際協力・貢献活動の推進について
は、国際的なネットワークや国際協力の
知見を有する専門機関と連携・協力
し、国際協力・貢献活動を推進していく
ことが、今後も求められている。

　国際協力・貢献活動の推進につい
ては、JICA沖縄センターをはじめとす
る国際的なネットワークや国際協力
の知見を有する専門機関と連携・協
力し、国際協力・貢献活動を推進し
ていくことが、今後も求められている。

　前段の研究機関の記載において沖縄科学技術大
学院大学が明示されていることも踏まえ、成果指標
としてJICA事業が取り上げられていること、沖縄振興
特別措置法第87条等に基づき、沖縄県とJICAは連
携協定を締結の上、相互協力・連携を推進してきて
いること等から、JICAを明記していただきたい。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）

19 3 644 38 21世紀の社会を担う子どもたちが国際
的な視野を持ち、多様な社会的、時代
的要請に適切に対応できる能力を備
え、主体的に行動する人材になるよう、
外国語教育や海外留学等の充実に向
けた取組を行った。（後略）

21世紀の社会を担う子どもたちが国
際的な視野を持ち、多様な社会的、
時代的要請に適切に対応できる能
力を備え、主体的に行動する人材に
なるよう、開発教育・国際理解教育
の推進、外国語教育や海外留学等
の充実に向けた取組を行った。（後略
部分も適宜修正が必要）

本項「ア　国際社会、情報社会に対応した教育の
推進」における沖縄県としての取組には、英語立県
推進戦略事業等の外国語教育や海外留学もさるこ
とながら、「開発教育・国際理解教育」があることにつ
いて、記載がない。第3章4（618頁35行以降）に若
干言及があるが、寧ろ将来像Vの取組として重要。
具体的には、学生・生徒向けの「おきなわ国際協力
人材育成事業」やJICAと連携した「出前講座・訪問
学習」、「国際協力エッセイコンテスト」の活用等に加
え、人材育成を担う現場の教職員に対し、JICA連
携による「国際理解教育指導者養成講座」や「教師
海外研修」も継続的に実施されている。さらに、現職
教員特別参加制度によりJICA海外協力隊に参加
した教員が、派遣中及び帰国後にその体験を学生・
生徒に伝えることは、生徒の国際感覚の醸成に大き
く貢献している。これらについて、文化観光スポーツ部
と教育庁において実績情報等を再確認の上、適切
な記載を挿入いただきたい。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

また、素案本文のP644(41行目)に以下の文案を追記する。

（追記文案）
国際理解教育の促進については、平成25年度から毎年30人余りの県
内の高校生を開発途上国へ派遣し、国際協力・国際交流の必要性
を学び、国際感覚やグローバルな視点を持った人材の育成が図られ
た。

JICA沖縄センター所長
佐野　景子
（ｻﾉ　ｹｲｺ）

（文化観光スポーツ部会）

20 2 254 23 　産業人材については、情報・観光の核
となる人材の育成、経営・マネージメント
に優れた人材や青年農業者の育成など
様々な分野において人材育成がなさ
れ、幅広い分野で活躍している。

　産業人材育成について、情報・観
光の核となるグローバル人材育成の
ため、OJTによる職業人材育成を推
進する。
　農水産業人材育成のため、段階
的にHACCPを取り入れるための講習
会を開催し、輸出にも力を注ぐ。

　成果報告内容が抽象的であり、産業人材不足に
は育成事業をなおざりにしてきた結果であり処遇改
善に向けた取組が必要と思われる。
　産業人材不足に対応する必要が急務であり、特に
IT・観光従事者の育成が求められているだけでなく資
質向上の為に接遇と語学力などを学ぶ機会を恒常
的に設ける必要がある。また従事者の待遇面の改善
が図れない限り、本県のリーディング産業としての人
材育成の重要な課題と言える。

【原文のとおり】（観光関連の人材育成）
通訳案内士の育成、観光関連企業等が実施するスキルアップや語学
当の研修に対する講師紹介や費用助成等について現状や成果P281
（8～16行）、P282（26～28行）、P455（18～39行）、P456（25～28
行）等について記述していることから、原文のとおりとする。

沖縄県専修学校各種学校協会会長
呉屋　良昭
（ｺﾞﾔ ﾖｼｱｷ）

（学術・人づくり部会）

12
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21 3 649 23-
29

　県立芸術大学においては、琉球芸能
や沖縄の染・織・漆の専攻科目のほか、
平成25年度以降、アートマネジメント関
係の講座を開設するなど、特色ある教
育の実施に努めた。
   これらの取組などにより、県立芸術大
学卒業生数（累計）は、基準値の2,809
人から平成29年度には3,620人となり、
目標値の達成に向けて着実に前進して
いる。
　県立芸術大学卒業者の就職率（起
業含む）についても、平成30年３月卒
は、77.6％となり、現時点で目標値を上
回って伸びている。

就職率の就職先の定義について
例えば弟子になることは就職なのか、
企業でなければだめのか。

【原文のとおり】
卒業後、就職を希望するもののうち、アルバイトなどの一時的な職業に
ついては、就職に含めておりませんが、自営業として創作、演奏活動を
行うものは就職として整理しております。

グッジョブおきなわプロジェクト代表理事
喜屋武　裕江
（ｷｬﾝ　ﾋﾛｴ）

（学術・人づくり部会）

22 3 463 2～
22

(3)航空機燃料税の軽減措置
航空機燃料税の軽減により路線の確保
及び航空運賃の低廉化を図り、沖縄県
における観光リゾート産業の振興や国際
物流拠点の形成を推進するための制度
として創設された。

【修正文案】
(3)航空機燃料税等の軽減措置
航空機燃料税等の軽減により路線
の確保及び航空運賃の低廉化を図
り、沖縄県における観光リゾート産業
の振興や国際物流拠点の形成を推
進するための制度として創設された。

航空機燃料税、航行援助施設利用料、空港使用
料（着陸料等）の沖縄線における軽減措置は、本土
対比でも軽減率が高く、路線の確保、航空運賃の
低廉化等に資する政策であり、他地域路線との競
争力を強化し、沖縄県における観光リゾート産業の
振興や物流拠点の形成を推進するため引き続き必
要な制度と考えられる。

【委員意見を踏まえ修正】（航空機燃料税等）
左案のとおり修正する。

日本トランスオーシャン航空株式会社
代表取締役社長
青木　紀将
（アオキ　ノリユキ）

（基盤整備部会）

23 オーバーツーリズムで住民の生活が脅
かされている。住民の心の問題に配
慮する必要がある。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文P455（10行目）下に以下の通り文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ）

（離島過疎地域振興部会）

24 入域客数だけではなくて、中身のある
（質の高い）観光客の誘致が必要で
ある。

【原文のとおり】
富裕層向けの誘致の取組及び課題については、P448 （29行目～31
行目）及びP449（33行目～35行目）に記述していることから、原文のと
おりとする。

沖縄旅客船協会会長
新垣　盛雄
（ｱﾗｶｷ　ﾓﾘｵ）

（離島過疎地域振興部会）
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25 総量規制も含めて、良質な観光を
求めていくべきである。同時に、バリア
フリー観光やユニバーサルツーリズムと
いった切り口、スペシャライズした取り
組みが重要である。

【原文のとおり】
富裕層向けの誘致の取組及び課題は、、P448 （29行目～31行目）
及びP449（33行目～35行目）に、バリアフリーに関する取組及び課題
は、P453（15行目～18行目）及びP455（2行目～4行目）等に記述し
ていることから、原文のとおりとする。

（副部会長）
ニュー･パブリック・ワークス代表理事
上妻　毅
（ｺｳﾂﾞﾏ　ﾀｹｼ）

（離島過疎地域振興部会）

26 3 573 34 文化の振興については、離島・過疎地
域住民へ伝統文化を体験、鑑賞する機
会を提供するため、ワークショップや、重
要無形文化財保持者等による伝統芸
能公演を実施した。

「離島・過疎地域住民」とは具体的
に誰か、伝統芸能とは地元の伝統芸
能なのか他地域の伝統芸能なのか、
この一文ではわからないため対象を
具体的に記載して欲しい。

【委員意見を踏まえ修正】
「文化の振興については、離島・過疎地域」の次に、「幅広い世代の住
民を対象に」を、「伝統文化を体験、鑑賞する機会を提供するため、」
の次に、「琉球舞踊やエイサー等の」をそれぞれ追記し、素案本文を以
下のとおり修正する。

（修正文案）
文化の振興については、離島・過疎地域の幅広い世代の住民を対象
に、伝統文化を体験、鑑賞する機会を提供するため、琉球舞踊やエイ
サー等のワークショップや、重要無形文化財保持者等による伝統芸能
公演を実施した。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

27 3 575 24 文化の振興については、人口の減少に
伴い祭事の簡素化や伝統芸能の後継
者不足などが課題となっていることから、

文化の振興については、人口減少や
ライフスタイルの変化に伴い、祭事の
簡素化や伝統芸能の後継者不足な
どが課題となっていることから、

文化衰退は人口減少だけでなく、テレビやインター
ネット、スマートフォンの普及など近代化によるライフス
タイルの変化も起因しているため

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

28 4 676 5 離島観光の国際化の対応として、海外
の旅行博における観光プロモーションや
チャータークルーズの増加を踏まえた旅行
会社へのセールスプロモーション等を実施
した。

海外とは具体的にどこの国なのか記
載してほしい

平成27年度離島観光活性化促進事業「離島観光
マーケティング戦略事業」で示されていた、受け入れ
強化マーケットとリンクしているのか知りたい

【委員意見を踏まえ修正】
「離島観光の国際化の対応として、」の次に、「香港、韓国、台湾等」
を追記し、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
離島観光の国際化の対応として、香港、韓国、台湾等、海外の旅行
博における観光プロモーションやチャータークルーズの増加を踏まえた旅
行会社へのセールスプロモーション等を実施した。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）
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29 4 676 － 一部地域では入域観光客数の増加
による自然環境への負荷の増大や、
住民や地域コミュニティへの悪影響な
どの観光公害も懸念されているため、
経済や社会、環境への影響に十分
配慮した持続可能な観光地づくりを
推進する必要がある。

観光公害に関する記載がないため追加 【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある.

観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題へ
の対応については、離島のみならず、県全域共通の課題であるため、
圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章「基本施策の推進に
よる成果と課題及びその対策」の「世界水準の観光リゾート地の形成」
の課題と整理する。なお、圏域ごとの課題については、情報取集を行
い、次期振計において記載を検討する。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

30 4 676 18 離島観光の国際化や多様化する観光
ニーズに対応するためには、離島の魅力
ある資源を生かした観光プログラムの創
出に取り組む必要がある

離島観光の国際化や多様化する観
光ニーズに対して、島々が持つ固有
の事情に配慮した受け入れ体制づく
りに取り組む必要がある。

離島地域の場合、地域資源や人材などを急激に増
やすことができないため、「国際化」「多様化する観光
ニーズに対応」すること自体が難しい地域も多い。む
しろ固有の事情に配慮した規制やマネジメントが必
要な地域も多いため、プログラム創出の先に、受け入
れ体制づくりに取り組むべき

【原文のとおり】
該当箇所については、原文のままとする。
各離島の事情に配慮した受け入れ体制の整備に係る文言としては、
素案本文のP455（10行目）に以下のとおり文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

31 4 676 30 県外において認知度が低い小規模離
島については、観光客の増加に向けた
重点的な支援が必要である。

県外において認知度が低い小規模
離島については、島のニーズに合わせ
て観光客の増加に向けた重点的な
支援が必要である。

現状では認知度の低い小規模離島のすべてが観光
客増加を必要としているように捉えられるが、島側の
ニーズや許容に配慮する記述があったほうがいいので
はないか

【委員意見を踏まえ修正】
P676(30行目)に「島のニーズに合わせて」、「それぞれの個性や魅力を
活かした誘致活動による」、「及び観光客一人当たりの消費額の増
加」の文言を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズに合わ
せて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による観光客の増加
及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重点的な支援が必
要である。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）
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32 4 676 34 クルーズ船の寄港回数の増加に伴い、ク
ルーズ船を受け入れている石垣市、宮
古島市においては、経済効果を波及さ
せるための周辺環境整備を進めるととも
に、受け入れ体制強化に向けた取組が
必要である。

クルーズ船の寄港回数の増加に伴
い、クルーズ船を受け入れている石垣
市、宮古島市においては、経済効果
を地域社会に還元させるための整備
を進めるとともに、地域社会への影響
に配慮した受け入れ体制強化に向
けた取組が必要である。

「経済効果を波及」だけでは主語があいまいなため、
「地域社会」という主語を補いたい。また、経済効果
だけではなく、懸念されている影響についても加えた
い。

【委員意見を踏まえ修正】
「地域社会へ波及させるための」を追加し、素案本文を以下のとおり修
正する。

（修正文案）
クルーズ船の寄港回数の増加に伴い、クルーズ船を受け入れている石
垣市、宮古島市においては、経済効果を地域社会へ波及させるため
の周辺環境整備を進めるとともに、受け入れ体制強化に向けた取組
が必要である。

なお、地域社会への影響に配慮した受け入れ体制強化に向けた取組
については、本文のP455（10行目）以下のとおり文案を追記する。

（追記文案）
「県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある。」を追加する。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

33 4 676 36 クルーズ船寄港回数の増に伴う外国人
観光客の増加により、離島における通訳
案内士のニーズが増えているため、その
育成・確保のための取組が必要である。

クルーズ船寄港回数の増に伴う外国
人観光客の増加により、離島におけ
る通訳案内士のニーズが増えている
ため、その育成・確保のための取組が
必要である。

外国人観光客の増加はクルーズ船に限らないため 【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

34 4 676 39 観光関連産業における深刻な人手不
足については、外国人材の活用に向け
て、入管法改正や国家戦略特区を含
めた国の制度改革を的確に捉えながら、
受入れ拡大に向けた取組を推進する必
要がある。

観光関連産業における深刻な人手
不足については、観光関連産業全
体での所得向上や労働条件の改善
を目指すとともに、外国人材の活用
に向けて、入管法改正や国家戦略
特区を含めた国の制度改革を的確
に捉えながら、受入れ拡大に向けた
取組を推進する必要がある。

観光関連産業の労働条件や収入が悪くなければ人
手不足は起こらず、日本人のUターン者や移住者を
増やすことができる。伝統文化継承等の他問題とあ
わせて考えても優先するべきは日本人かと思う。外国
人材の活用を推進する前に、労働条件の改善を図
るべきではないか。

【委員意見を踏まえ修正】
「観光関連産業全体での業務効率や職場環境の改善を図るため、
現場管理や組織運営を担っていく人材の育成支援等を行うとともに、」
を追記し、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
観光関連産業における深刻な人手不足については、観光関連産業
全体での業務効率や職場環境の改善を図るため、現場管理や組織
運営を担っていく人材の育成支援等を行うとともに、外国人材の活用
に向けて、入管法改正や国家戦略特区を含めた国の制度改革を的
確に捉えながら、受入れ拡大に向けた取組を推進する必要がある。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）
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35 5 743 － クルーズ船の寄港数の増加等によ
り、入域観光客数は増加し、地域の
活性化につながっているが、一方では
自然環境への負荷の増大や、住民
や地域コミュニティへの悪影響などの
観光公害も懸念されているため、経
済や社会、環境への影響に十分配
慮した持続可能な観光地づくりを推
進する必要がある。

観光公害に関する記載がないため、753頁とあわせた
記述を追加したい

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある。

また、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる諸問
題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課題であるた
め、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章「基本施策の推
進による成果と課題及びその対策」の「世界水準の観光リゾート地の
形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課題については、情報取集
を行い、次期振計において記載を検討する。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

36 5 753 12 新石垣空港の開港等により、入域観光
客数は増加し、地域の活性化につな
がっているが、一方では自然環境への負
荷の増大も懸念されているため、環境容
量の考えも念頭においた持続可能な観
光地づくりや適性利用のルールづくりを推
進する必要がある。

新石垣空港の開港やクルーズ船の
寄港数の増加等により、入域観光
客数は増加し、地域の活性化につな
がっているが、一方では自然環境へ
の負荷の増大や、住民や地域コミュ
ニティへの悪影響などの観光公害も
懸念されているため、経済や社会、
環境への影響に十分配慮した持続
可能な観光地づくりを推進する必要
がある。

観光客数の増加にはクルーズ船も寄与しており、観
光客の増加による負荷は、自然環境だけでなく、住
民生活でも顕著に表れているため文章を補完。「持
続可能な観光地づくりや適性利用のルールづくり」だ
けでは主語があいまいなためめ、UNWTOの定義をも
とに「経済や社会、環境への影響に十分配慮した」と
するのはどうか

【委員意見を踏まえ修正】
文頭の観光客増加の要因については、「クルーズ船の寄港数の増加
等」を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
新石垣空港の開港やクルーズ船の寄港数の増加等により、入域観光
客数は増加し、地域の活性化につながっているが、一方では自然環境
への負荷の増大も懸念されているため、環境容量の考えも念頭におい
た配持続可能な観光地づくりをや適正利用のルールづくりを推進する
必要がある。

離島経済新聞社統括編集長
鯨本　あつこ
（ｲｻﾓﾄ　ｱﾂｺ）

（離島過疎地域振興部会）

37 － － － 将来は沖縄で長時間滞在し、観光
収入が増えるようなクルーズ船の誘致
が必要。

【原文のとおり】
フライ＆クルーズの促進について、P157（37行目）～P158（2行目）に記
述されていることから、原文のままとする。

沖縄県バス協会会長
小川　吾吉
（オガワ　ゴキチ）

（基盤整備部会）
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38
全般

※図表、本文のデータについて 最新値に更新する。
※成果指標の数値については、沖縄
県ＰＤＣＡ実施報告書（対象年度：
平成30年度）に掲載されている数値
とする。
　その他の本文等の成果指標以外
の数値についても、原則として同報告
書に掲載されている数値とするが、必
要に応じて適宜最新値を使用するこ
とも可とする。

図表や本文に掲載されている数値について、古い
データがあるため、可能であれば最新値に更新しては
どうか。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

（部会長）
琉球大学国際地域創造学部教授
大城郁寛
（ｵｵｼﾛ　ｲｸﾋﾛ）

（総合部会）

39 3 ※成果指標の掲載について ＜成果指標の状況＞欄にすべての
成果指標（再掲含む）を掲載する。

第３章に掲載されている＜主な成果指標＞につい
て、主なものだけなく、全成果指標（再掲含む）を掲
載してはどうか。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

（部会長）
琉球大学国際地域創造学部教授
大城郁寛
（ｵｵｼﾛ　ｲｸﾋﾛ）

（総合部会）

40 3 ※成果指標の達成状況の表現について 検証シートで使用している判定基準
を用いた表現に統一する。

計画策定時から少しでも数値が伸びていれば「前進
している」との表現になっているが、
違和感がある。
「検証シート」で使用している判定基準を用いて、
「達成」「達成見込」「進展」「進展遅れ」の表現に統
一してはどうか。

【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。

（部会長）
琉球大学国際地域創造学部教授
大城郁寛
（ｵｵｼﾛ　ｲｸﾋﾛ）

（総合部会）

41 3 354 学校現場で、舞踊もそうですけど、空
手を鑑賞すること、空手のすばらしさ
を見せること、これは空手だけではなく
て芸能と組み合わせてもいいし、空
手だけではだめかもしれないし、それを
354ページに「組踊、琉球舞踊、琉
球歌劇等の無形文化財を鑑賞する
機会」、そこに「沖縄空手」を入れたら
どうか。

【原文のとおり】
中学校では武道が必修化され、県内では８割以上の学校が空手を
導入していること、また、県内の高等学校では選択として約６割が空手
を導入していることから、学校現場においては子供達が空手に接する
時間は確実に増えているため、原案のとおりとする。

沖縄空手案内センタースタッフ
ミゲール・ダルーズ

（文化観光スポーツ部会）

42 ２つ目は20ページで、文化と観光の
部分ですが、成果指標の３、観光客
の文化観光の比率の目標値が30％
で、実績値が11.8％。10.8％だった
平成24年からあまりかわっていない。
また、進展遅れということに関して、今
後どういう対策、対応をしていくのか。

【原文のとおり】
総合部会の申し送りにより、検証シートで使用している判定基準を用
いた表現に統一する予定のため、P366記載の「順調」を「進展が遅れ
ている」と修正いたします。
また、進展遅れについては、素案本文P365・37行目～P366・38行目
に記述した文化コンテンツ産業の振興に向けた取り組みの推進がより
一層必要と考えております。

（副部会長）
沖縄文化芸術振興アドバイザー
平田　大一
（ﾋﾗﾀ　ﾀﾞｲｲﾁ）

（文化観光スポーツ部会）
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43 成果指標４の観光客の娯楽・入場
費の消費単価も、目標値の9,000円
に対して実績値が6,485円、基準値
の7,800円を下回っている。進展遅れ
に対してどういう手を講じていくのか。

【原文のとおり】
成果指標４について、総合部会の申し送りにより、検証シートとのすべ
ての成果指標（再掲含む）を素案に掲載する予定です。
また、進展遅れについては、素案本文P365・37行目～P366・38行目
に記述した文化コンテンツ産業の振興に向けた取り組みの推進がより
一層必要と考えております。

（副部会長）
沖縄文化芸術振興アドバイザー
平田　大一
（ﾋﾗﾀ　ﾀﾞｲｲﾁ）

（文化観光スポーツ部会）

44 資料８の59ページ、オレンジの主な予
算事業について、那覇空港の滑走
路増設整備のところで国直轄と記載
があって、達成状況は順調となってい
る。第２滑走路が完成すると、標準
値が変わると思う。今後のトレンドの
変化を意識されていて、その後の記
述とか考えになっているのか。

【原文のとおり】
那覇空港の滑走路増設整備は国直轄事業のため、国が評価するこ
ととなるが、総点検素案においては、P157（24行目）に「さらなる航空需
要の増加に対応できるよう空港機能の強化や旅客ターミナルの拡張に
ついて、関係機関と連携し、検討を進めていく必要がある。また、下地
島空港、新石垣空港では、CIQ機能など国際線の受入体制を強化
する必要がある」と記述していることから原文のとおりとする。

（副部会長）
沖縄文化芸術振興アドバイザー
平田　大一
（ﾋﾗﾀ　ﾀﾞｲｲﾁ）

（文化観光スポーツ部会）

45 3 588 11 （追加）
さらに、観光客の滞在日数の増大
に向けて、行政や観光関連企業と
診療所との連携や外国人観光客
に適切な医療を受けられるために
通訳などの取り組みを推進する必
要がある。

観光リゾート産業を支えるインフラとして、医療体
制の整備を追加で記載する。

＜文化観光スポーツ部＞
【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。
安全・安心・快適な観光地の形成に向けて、行政や観光関連事業
者、医療機関等による連携や、外国人観光客が適切に医療を受
けられる取組を推進する。

＜保健医療部＞
県では医療を安定的に提供する体制を維持するため、診療所の
運営費及び施設整備費等への補助や医師の養成、確保及び医
師等が島を離れる際の代診医・代替看護師の派遣等に取り組ん
でいます。

公益社団法人地域医療振興協会理事
崎原　永作
（ｻｷﾊﾗ　ｴｲｻｸ）

（離島過疎地域振興部会）

46 3 594 35 （追加）
さらに、医師、看護師などの医療
人材の確保や医療事務等の資格
取得に向けた講座開設など充実
強化を図る必要がある。

上記の観光リゾート産業を支えるインフラとしての
医療体制の整備とともに、医療を支える人材育成
を追加で記載する。

＜文化観光スポーツ部＞
【委員意見を踏まえ修正】
左案のとおり修正する。
安全・安心・快適な観光地の形成に関わらず、離島過疎地域にお
いては意見のような取組が必要と思料しているところ。

＜保健医療部＞
意見なし

公益社団法人地域医療振興協会理事
崎原　永作
（ｻｷﾊﾗ　ｴｲｻｸ）

（離島過疎地域振興部会）
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47 3

4

587

676

37

29

国内外における離島の認知度向上～ 既存メディア広告にデジタルマー
ケティング技術を活用する

デジタルマーケティング技術の活用により、ピンポ
イントで離島に強い興味を持つユーザへの訴求
が可能となる。

【原文のとおり】
既存事業においても、デジタルマーケティング技術を活用した、
ターゲットを明確にしたプロモーションを実施しているところであ
り、今後も効果的なプロモーション手法の一つとして実施する。

株式会社NTTドコモ九州支社沖縄支店長
龍　秀樹
（ﾘｭｳ　ﾋﾃﾞｷ）

（離島過疎地域振興部会）

48 3

4

591

679

33

41

販路拡大・プロモーション活動支援～ 観光情報のみならず、宿泊予約、
現地ツアー予約、特産品販売等の
Ｗｅｂポータル整備により販路拡大
を図る

Ｗｅｂポータル（地域おこし協力隊等）のリニューア
ルによる観光客にむけた認知度向上と効率化

【原文のとおり】
県においては、「Be,Okinawa」や「おきなわ物語」、「VisitOkinawa」
などの沖縄の認知度や魅力向上を図るためのHPを開設している
他、SNS等を活用したプロモーションを実施している。

株式会社NTTドコモ九州支社沖縄支店長
龍　秀樹
（ﾘｭｳ　ﾋﾃﾞｷ）

（離島過疎地域振興部会）

49 3 587 39 県外において認知度が低い小規模離
島については、観光客の増加に向け
た重点的な支援が必要である。

続けて
特に民宿や小規模旅館等におい
て、島で採れた野菜や魚等の提供
が可能となるには、島全体としての
受け入れ態勢の強化支援が重要
である。

離島住民の暮らしや食を体験できる体制が必要
で、それが不十分なため那覇宿泊する離島ダイ
ビングツアーが盛況

【原文のとおり】
県では、「沖縄観光コンテンツ開発支援事業」において、民間事業
者等が行う地域の様々な資源を活用した着地型・体験型観光コン
テンツ等の開発に対して、マーケティングや広告等の専門家によ
るハンズオン支援等を行っている。

琉球大学医学部講師
古謝　安子
（ｺｼﾞｬ　ﾔｽｺ）

（離島過疎地域振興部会）

50 3

3

4

585

587

675

13

24

6

（P587）
島々の個性や魅力を生かした着地型
観光プログラムの開発については、
個性豊かな伝統文化や自然環境等
の魅力を生かした観光を推進し、滞在
日数の増大や観光客一人当たりの消
費額の増加を図る必要がある。
また、離島観光の国際化や多様化す
る観光ニーズに対応するためには、
離島の魅力ある資源を生かした観光
プログラムの創出に取り組む必要が
ある。

585ページに書かれている「観光客
増大に向けた誘客活動」は、言い
換えれば量の拡大で、それにとど
まらない質の向上が課題である。
587ページに書かれている滞在日
数を長くするとか、１人当たりの消
費額を増やしていくというのは非常
に重要なポイントである。島別の入
域観光客数、宿泊能力、観光客の
滞在期間など、宮古と八重山以外
の島々を含めて、基礎的なデータ
を収集・整理し、今後に役立ててい
く必要がある。島々の個性や魅力
を生かした着地型観光プログラム
の開発というところとの関わりで重
要な要件である。

【委員意見を踏まえ修正】
P587(40行目)に「島のニーズに合わせて」、「それぞれの個性や魅
力を活かした誘致活動による」、「及び観光客一人当たりの消費額
の増加」の文言を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズ
に合わせて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による
観光客の増加及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重
点的な支援が必要である。

また、現在、県沖縄県域全体にかかる観光客数を把握し公表して
いるが、各離島など地域ごとの観光客数については把握できてい
ない。基本的には各離島ごとに調査を実施すれば把握が可能で
あると考えられるので、各地域において把握することが望ましい
が、県としてもICTやビッグデータを活用して地域ごとの客数等が
把握できるよう検討していきたい。

（副部会長）
ニュー･パブリック・ワークス代表理事
上妻　毅
（ｺｳﾂﾞﾏ　ﾀｹｼ）

（離島過疎地域振興部会）
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51 5 753 14 「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び
西表島」の世界自然遺産登録につい
ては、登録に向けて、希少種保護や
外来種対策、持続可能な観光管理、
地域との協働による遺産管理などに
引き続き取り組む必要がある。

世界遺産登録後はこれまでよりも
さらに多くの観光客が押し寄せる
ような状況を想定すべきである。そ
の意味でも、オーバーツーリズム
対策は待ったなしであり、世界自
然遺産登録の対象地区以外につ
いても、持続可能な観光管理が必
要である。とりわけ離島は非常に
環境への負荷に弱い。離島地域の
持続可能な観光管理は重大な課
題である。
県が主催する世界自然遺産候補
地地域連絡会議では、「受け入れ
可能な来訪者数の調査と設定」、
「地域主導の来訪者管理体制」、
「環境負荷低減のための来訪者負
担金」、「観光関連産業が地域社
会に貢献する仕組み」という４つの
取り組みの柱が出ている。これら
は、ほかの離島でも検討すべき課
題ではないか。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455頁（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村
や観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携
を図りつつ、対応を検討する必要がある。

なお、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる
諸問題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課
題であるため、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章
「基本施策の推進による成果と課題及びその対策」の「世界水準
の観光リゾート地の形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課
題については、情報取集を行い、次期振計において記載を検討す
る。

（副部会長）
ニュー･パブリック・ワークス代表理事
上妻　毅
（ｺｳﾂﾞﾏ　ﾀｹｼ）

（離島過疎地域振興部会）

52 3 583 7～
17

【「目標とするすがた」の状況等】
これらの施策を展開した結果、基本施
策における「目標とするすがた」の状
況は、基準年と比較し、「離島への観
光客数の増加」は平成29年度で271
万人と基準値から前進しており、

＜目標とするすがたの状況＞
項目名　離島への観光客数の増加
離島の現状（基準年）166.5万人（H25
年度）
離島の現状（現状値）271.3万人（H29
年度）
R３年度の目標　380万人

観光リゾート産業の「目標とするす
がた」が、量の拡大が最優先、今
後も観光客数の拡大が最優先とさ
れるなら、そうした観光振興には違
和感を覚える。特に離島観光につ
いては強い違和感がある。オー
バーツーリズムも、観光公害も、受
け入れる側がきちんとした観光管
理をできるのか、やるかやらない
かが焦点である。今回の総点検を
機に、「観光客数の増加」だけを評
価の指標とする目標設定の見直し
と改善を行うべきではないか。とり
わけ離島については、持続可能な
観光管理を重視した観光振興が求
められている。その意味で、離島
観光の実態を把握するための基
礎データ、これを踏まえて、それぞ
れの島の条件やニーズに適うきめ
細かな観光振興を進めるべきであ
る。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455頁（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村
や観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携
を図りつつ、対応を検討する必要がある。

なお、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる
諸問題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課
題であるため、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章
「基本施策の推進による成果と課題及びその対策」の「世界水準
の観光リゾート地の形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課
題については、情報取集を行い、次期振計において記載を検討す
る。

（副部会長）
ニュー･パブリック・ワークス代表理事
上妻　毅
（ｺｳﾂﾞﾏ　ﾀｹｼ）

（離島過疎地域振興部会）
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53 3

3

586

587

14

38

これらの取組などにより、国内客の離
島訪問率は、宮古圏域が平成23年度
の6.0％から平成29年度に8.9％へ向
上しており、目標値の達成に向けて着
実に前進している。一方で本島周辺と
八重山圏域は、観光客数が増加して
いるものの、県内全域への国内観光
客数が大きく増加しているため国内客
の離島訪問率としては低下しており、
本島周辺離島については平成23年度
の5.3％から平成29年度に3.9％、八重
山圏域については平成23年度の
14.4％から平成29年度に13.4％となっ
ている。

県外において認知度が低い小規模離
島については、観光客の増加に向け
た重点的な支援が必要である。また、
近年離島への旅行形態が、パッケー
ジ旅行・団体旅行よりも個人旅行・フ
リープランが主体となっていことを踏
まえ、それに対応した離島観光の魅
力発信、旅行商品造成に取り組む必
要がある。

県外において認知度が低いという
離島の課題は述べられているの
で、そこをどうしていくのかは非常
に重要な課題である。
加えて、欧米、台湾など、海外から
の観光客は確実に増えてきてお
り、離島に行き始めているが、海外
に対する情報発信が不足してい
る。総点検報告書では、国内の課
題しか記載されていないが、県外
だけでなく、海外に対する情報発
信が、離島の観光振興に役立つの
ではないか。特にインターネット、
フェイスブックなどいろいろなところ
で情報発信されているが、そこをど
ううまく使いながらやっていくのかと
いうところが今後の課題である。

【原文のとおり】
県では、沖縄観光国際化ビッグバン事業において、海外の旅行博
への出展や、観光パンフレット、観光情報サイト、フェイスブック等
の多言語展開により、離島も含めた沖縄観光の海外に対する情
報発信を行っております。このような取り組みにより、引き続き、海
外から離島への観光客誘致に取り組んでいきたいと考えておりま
す。

琉球エアーコミューター株式会社
代表取締役社長
金城　清典
（ｷﾝｼﾞｮｳ　ｷﾖﾉﾘ）

（離島過疎地域振興部会）

54 － － － 離島過疎地域においては、いわゆ
るオーバーツーリズム、観光公害
が起きているので、その対策をどう
するかという部分も含めて記述が
必要である。
これからの離島過疎地域の観光
は、数も大事かもしれないが、量か
ら質への転換の取り組みも必要で
ある。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村
や観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携
を図りつつ、対応を検討する必要がある。

なお、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる
諸問題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課
題であるため、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章
「基本施策の推進による成果と課題及びその対策」の「世界水準
の観光リゾート地の形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課
題については、情報取集を行い、次期振計において記載を検討す
る。

公益社団法人沖縄県地域振興協会
プログラムオフィサー
山城　定雄
（ﾔﾏｼﾛ　ｻﾀﾞｵ）

（離島過疎地域振興部会）
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55 － － － 観光の面では、もっと地域の住民
が潤う観光を目指すべきであり、そ
ういった記述が必要である。稼ぐ力
の推進が必要ではないか。

【原文のとおり】
素案本文P444・31行目に「このため、「国際旅客ハブ」構想などの
推進よる欧米等リゾート需要の開拓を始め、離島観光や広域周遊
観光の促進により滞在日数の延伸に取り組むとともに、ＭＩＣＥの
振興、地産地消の促進などを通じて沖縄観光の高付加価値化を
図る必要がある。」と取組について記述しているところ。
また、他の離島過疎地域振興部会の意見を踏まえ、P587(40行目)
に以下の修正文案を追記することから原文のとおりとする。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズ
に合わせて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による
観光客の増加及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重
点的な支援が必要である。

公益社団法人沖縄県地域振興協会
プログラムオフィサー
山城　定雄
（ﾔﾏｼﾛ　ｻﾀﾞｵ）

（離島過疎地域振興部会）

56 － － － やんばると西表島、奄美が世界遺
産登録に動いている。そうであるな
らば、なおさら先ほど言った観光公
害も起きてくるであろうし、高速道
路で許田インターチェンジを出て名
護市内に入るまでの慢性的な交通
渋滞を解決しなければ、テーマ
パークであるとか、あるいはクルー
ズ船など、いろいろな構想はどうに
もならないと思う。

＜文化観光スポーツ部＞
【委員の意見を踏まえて修正】
素案本文のP455（10行目）に以下の文言を追記する。

（追記文言）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村
や観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携
を図りつつ、対応を検討する必要がある。

＜企画部＞
　　　－

＜土木建築部＞
許田ICから名護市内までの渋滞緩和に向けては、沖縄総合事務
局において、国道58号のバイパスとなる名護東道路の整備が進
められているところであり、引き続き関係機関と協力し渋滞対策を
行っていくと考えていることから原文のとおりとしたい。

公益社団法人沖縄県地域振興協会
プログラムオフィサー
山城　定雄
（ﾔﾏｼﾛ　ｻﾀﾞｵ）

（離島過疎地域振興部会）

57 － － － 観光客がほとんど行かない島があ
る。そのような島の観光振興をどう
するかということも考えていただき
たい。

【原文のとおり】
県では、離島観光活性化促進事業において、宮古島、石垣島等
の主要離島だけでなく、粟国島、津堅島等の本島周辺離島や、多
良間島、与那国島等の先島諸島の離島についても、観光振興に
取り組んでおります。引き続き、各離島の状況に応じた観光誘客
を進めていきたいと考えております。

琉球大学名誉教授
嘉数　啓
（ｶｶｽﾞ　ﾋﾛｼ）

（離島過疎地域振興部会）
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58 3 585 13 観光リゾート産業の振興 オーバーツーリズム、自然環境、
地元の文化等に配慮した観光振
興をすべきということがこれまでの
議論で出ている。これらについて
は、総括して、離島分としてきちん
と前段で位置づけをすると全般的
に重要性が表記できるのではない
か。文化観光スポーツ部や環境部
とも調整して、文案を検討いただき
たい。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文のP455頁（10行目）に以下の文言を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村
や観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携
を図りつつ、対応を検討する必要がある。

なお、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる
諸問題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課
題であるため、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章
「基本施策の推進による成果と課題及びその対策」の「世界水準
の観光リゾート地の形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課
題については、情報取集を行い、次期振計において記載を検討す
る。

琉球大学研究推進機構研究企画室
特命教授
富永　千尋
（ﾄﾐﾅｶﾞ　ﾋﾁﾛ）

（離島過疎地域振興部会）

59 3

4

－ － 離島観光の危機管理についても、
どこかで触れていただきたい。

【原文のとおり】
台風はこれまでも本島にも離島にも来襲しており、また、地震や津
波等の他の観光危機についてもその危機管理対応は、全県的に
行うべきものであると考えている。平成29年度には観光危機管理
に関するシンポジウムを石垣島にて開催しており、今後も離島を
含めた全県的な観光危機管理体制を構築し、安全・安心な観光リ
ゾート地を目指して取り組みを推進する。

琉球大学名誉教授(130)
嘉数　啓
（ｶｶｽﾞ　ﾋﾛｼ）

（離島過疎地域振興部会）

60 3

3

3

585

585

587

15～
16

18行
以降

24行
目以
降

観光リゾート産業の振興のため、島々
の個性や魅力を生かした着地型観光
プログラムの開発に取り組むととも
に、観光客増大に向けた誘客活動を
推進した。

（成果等）

（課題及び対策）

観光リゾート産業の振興のため、
島々の個性や魅力を生かした着地
型観光プログラムの開発、国際的
な沖縄観光ブランドの確立に向け
た環境共生型観光や文化資源活
用型観光に取り組むとともに、観
光客増大に向けた誘客活動を推
進した。

445ｐ　1-16行の内容を要約し再掲
する

446ｐ　22-27行の内容を要約し再
掲する

国際的な沖縄観光ブランドの確立（444p; 38-41）
の成果に記載されている内容を再掲しました。具
体的な成果は445ｐ1-16行に記載されているので
その内容を要約し、585pの（成果等）で再掲する
必要があると思います。
同様に、446ｐ22-27行に環境共生型観光の課題
及び対策が記載されているので、587ｐの（課題及
び対策）で再掲する必要があると思います。

【委員意見を踏まえ修正】
P585（15行目）を以下のように修正する。

（修正文案）
観光リゾート産業の振興のため、島々の個性や魅力を生かした着
地型観光プログラムの開発、国際的な沖縄観光ブランドの確立に
向けた環境共生型観光や文化資源活用型観光の推進により、観
光客増大に向けた誘客活動に取り組んだ。

P587（29行目）の次に以下の文を追加する。

（追加文案）
環境共生型観光の推進については、沖縄の貴重な自然環境と観
光振興を持続的に両立させるため、沖縄独自の環境負荷低減の
取組指針策定や、市町村や地域が主体となって行う自然環境等
の保全に配慮した観光地づくりの強化が課題である。このため、
自然環境の保全と持続的な利用を目的とした保全利用協定締結
の普及に取り組むほか、観光面でのプロモーション支援等を実施
する必要がある。

琉球大学研究推進機構研究企画室
特命教授
富永　千尋
（ﾄﾐﾅｶﾞ　ﾁﾋﾛ）

（離島過疎地域振興部会）
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61 3 587 41 離島観光の魅力発信 離島における魅力の開発（もしくは
掘り起こし）と発信

離島の魅力発信については、37の有人離島それ
ぞれで地理や文化などの個性は異なると考えら
れるため、魅力発信以前に、何がその島の魅力
で、島内事業者や住民がどのような客層を必要と
しているか、事情はそれぞれの島で異なると思わ
れる。

【修正意見又は原文のとおり】
P587(40行目)に「島のニーズに合わせて」、「それぞれの個性や魅
力を活かした誘致活動による」、「及び観光客一人当たりの消費額
の増加」の文言を加え、素案本文を以下のとおり修正する。

（修正文案）
県外において認知度が低い小規模離島については、島のニーズ
に合わせて、それぞれの個性や魅力を活かした誘致活動による
観光客の増加及び観光客一人当たりの消費額の増加に向けた重
点的な支援が必要である。

沖縄県離島振興協議会会長
与那国町長
外間守吉
（ﾎｶﾏ　ｼｭｷﾁ）

（離島過疎地域振興部会）

62 3 595 19～
21

プロの芸術家等の招聘によって
「豊かな感性を育むことができた」
とするのは、客観的指標が示され
ておらず、評価が難しい。もちろん
児童生徒にプロの芸術家の作品
による芸術鑑賞の機会を与えるこ
とは重要な機会であるが、小規模
離島では人口減少による島内の伝
統文化の継承者も少なくなってい
る傾向があるので、「豊かな感受
性」を育むためにも、郷土学習や
社会教育において地域の言葉や
伝統文化に触れる機会を増やすな
どの取り組みに、一層力を入れた
方が良いのではないか。

【原文のとおり】
伝統文化の保全・継承等については、素案本文353頁24行目～25
行目、573頁34行目～36行目に記載しており原文のとおりとする。

・文化の振興については、離島・過疎地域住民へ伝統文化を体
験・鑑賞する機会を提供するため、ワークショップや、重要無形文
化財保持者等による伝統芸能公演等を実施している。
・また、平成27年度には「しまくとぅば読本」を県内の全小学校５年
生、全中学校２年生に配布するなど、しまくとぅば教育推進のため
の環境整備を行った。（353頁24行目～25行目）

沖縄県離島振興協議会会長
与那国町長
外間守吉
（ﾎｶﾏ　ｼｭｷﾁ）

（離島過疎地域振興部会）

63 － － － スポーツも含めて文化行政は観光
交流という意味でもかなり重要に
なるのではないか。もう少しこのあ
たりを強化していただきたい。

【原文のとおり】
地域文化資源の発掘及び相互交流については、素案本文363頁
17行目～22行目に記載してることから原文のとおりとする。
　
　地域文化資源の発掘及び相互交流の推進については、地域の
伝統行事の保存継承や活用を図るため、文化公演を開催し、地
域の伝統行事の発信及び活性化を図るとともに、地域の伝統芸
能を１所に集め、国立劇場おきなわで披露する公演を行い、他地
域との比較や交流を行った。
　また、県内各地で開催されている様々な伝統芸能・地域行事を
はじめとした文化関連イベント情報を一元化し、情報発信ツールと
してＷｅｂサイトを開設した。
　

琉球大学名誉教授
嘉数　啓
（ｶｶｽﾞ　ﾋﾛｼ）

（離島過疎地域振興部会）
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64 3

3

4

431

595

682

4

14

27

「農家民宿」あるいは「民宿・民泊」
という記述があり、「教育民泊」の
表現が全くない。農林や観光など、
分野によって使い方があると思う
が、「農家民泊」と「教育民泊」、さ
らには「農家民宿」と「民宿・民泊」
など、あいまいな記述は統一、整
理していただきたい。

【原文のとおり】
　文化観光スポーツ部では、近年、学校が実施する教育旅行にお
いて民泊のニーズが高まっていることを踏まえ、受入体制の質的
向上を図るため、平成29年度に「教育旅行民泊取扱指針」を策定
しており、当該指針において、教育旅行で利用される民泊の名称
を「教育旅行民泊」と定義し、記述していることから原文のとおりと
する。

公益社団法人沖縄県地域振興協会
プログラムオフィサー
山城　定雄
（ﾔﾏｼﾛ　ｻﾀﾞｵ）

（離島過疎地域振興部会）

65 3 592
～
594

－ 離島を支える多様な人材育成～ 観光人材や海外展開を担う人材の
育成に向けたAIやICTの活用検討

AIやICTを活用し、翻訳ツール、観光ガイド、交通
モビリティ、TV会議による近隣諸国との交流等、
担い手不足の対策と新たな観光事業活性化につ
いて検討する。

【原文のとおり】
離島を含めた観光産業を担う人材の育成については、
①（P281･８行目～14行目）増加する外国人観光客に対する通訳
案内士不足に対応するため、平成19年度から地域限定通訳案内
士制度を導入、平成25年度から沖縄振興特別措置法に基づき、
沖縄特例通訳案内士の育成に取り組むとともに、②観光関連企
業等が実施するスキルアップや語学等の研修講師データベース
を活用した講師紹介や費用助成等の支援のほか、中核人材育成
等を目的としたセミナーを実施しているところ。
委員のご指摘のAIやICTを活用した新たな観光事業活性化や観
光人材の育成については、今後、次期振興計画で検討してまいり
たい。

株式会社NTTドコモ九州支社沖縄支店長
龍　秀樹
（ﾘｭｳ　ﾋﾃﾞｷ）

（離島過疎地域振興部会）

66 　古いカーナビを使用して住宅地にレンタカーが
乗り入れ、渋滞を引き起こしている状況がある。こ
れを規制するなど環境を良くしていく必要がある。

【原文のとおり】
バス、船舶等の公共交通情報のオープンデータ化による大手検
索サイトでの乗り換え検索を可能とする取組を進めており、レンタ
カー利用から公共交通への利用促進を図ることで、交通渋滞の緩
和に繋げてまいりたいと考えております。

公益社団法人沖縄県工業連合会会長
古波津昇
（ｺﾊﾂ　ﾉﾎﾞﾙ）

（産業振興部会）
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67 2 219-
221

離島振興（観光地での環境条件） 観光客が増えた場合の対策について 観光客が増えてくるという数の問題が、今、離島の離
島と言いましたけど、例えば西表なんかを見てみて
も、今ほとんどの宿泊施設が食事の提供をやめてい
る。それはもうできないからです。そうすると何が起きて
いるのかというと食事難民、観光客が食べるところが
ない。今の人数だけでもほぼパンク状態になっていて、
これでもし自然遺産絡みになってさらに増えたときにど
うするのか。特にごみの問題だとか上下水道の問題、
その辺を離島の場合はよく考えないと、観光客がこれ
以上増えたときに本当に収容可能なのかどうかについ
て課題として挙げる必要がある。

素案本文のP455（10行目）に以下の文案を追記する。

（追記文案）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や
観光協会等から情報を収集し、課題を整理した上で地域と連携を図
りつつ、対応を検討する必要がある。

また、観光客増加等により県民生活や自然環境に影響が生じる諸問
題への対応については、離島のみならず、県全域共通の課題であるた
め、圏域別展開の第５章への記載は行わず、第３章「基本施策の推
進による成果と課題及びその対策」の「世界水準の観光リゾート地の
形成」の課題と整理する。なお、圏域ごとの課題については、情報取集
を行い、次期振計において記載を検討する。

琉球大学理学部教授
立原一憲
(ﾀｹﾊﾗ　ｶﾂﾉﾘ)

（農林水産振興部会）

68 3 655 15 記述なし また、必要な分野については外国人
労働力の導入・活用も進めていく。

　建設産業分野では、県内人材の育成だけでは間
に合わず、労働力は不足している。そのため外国人
労働力の導入も検討する必要がある。外国人労働
力の活用については、土木・建築業だけでなく、農
業、福祉、観光(リネン業含む)分野においても明記
する必要がある。

【原文のとおり】
素案P158（26～30行）、P456（19～23行）において、「観光人材の確
保については、観光関連産業でのな人手不足に対応するため、高付
加価値観光を推進し、処遇改善や生産性向上等による人材の定着
に取り組むとともに、観光産業の魅力発信や観光教育の推進等により
観光産業従事者の拡大に取り組む必要がある。また、入管法改正や
国家戦略特区を含めた国の制度改革の動向等を的確に捉え、多様
な人材の確保について検討する必要がある。」と記述があることから、
原文のとおりとする。

沖縄セルラー電話株式会社代表取締役社
長
湯淺　英雄
（ユアサ　ヒデオ）

（基盤整備部会）
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69 空手ツーリズムなど、空手をいかに産
業化まで発展させるかということの書
き込みをすべきではないか。

空手に関しても、今回の中にぜひそういう新しい空手
の裾野、分野というものを構築していく何か大きな
キーワードやアクションプランというか、それにつながるよ
うなものを、ぜひこの361ページの課題及び対策の中
に１行、２行でも入れていかないと、全く10年前に空
手振興課がなかったときとほぼ同じようなものでは少し
物足りないのではないか。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文361頁15行に以下とおり追記する。
（追記文案）
　沖縄を代表する伝統文化のひとつである空手を将来に渡って確実に
保存・継承していくためには、指導者及び後継者の育成を図るととも
に、沖縄空手を支える道場の運営基盤強化に取り組む必要がある。
　また、世界に１億３千万人いるともいわれる空手愛好家を対象に、指
導者派遣事業や空手の日記念演武祭、世界レベルの大会を着実に
実施することにより「空手発祥の地・沖縄」をSNS等を活用して強力に
発信し認知度の更なる向上を図る必要がある。
　さらに、多言語に対応した沖縄空手案内センターによるコーディネート
を引き続き行うほか、空手に特化した専門ガイドの育成や武道ツーリズ
ムの造成、空手専用アプリの開発、長期滞在型宿泊施設を整備する
こと等により世界中の空手愛好家の受入体制の強化を図るとともに、
これらの取組を通してユネスコ無形文化遺産の登録に向けた県民機
運の醸成を図る必要がある。
　特に、武道ツーリズムについては国も強力に推進していることから、感
動体験型商品として本県の歴史と風土を重ね合わせた空手のルーツ
を巡るコースや体験プログラムなど沖縄空手ならではのオリジナル商品
を企画開発し、空手を目的とした一般来訪者の交流人口も拡大させ
ることにより、本県のリーディング産業である観光産業はもとより商工業
等関連産業へも幅広く波及効果を高める必要がある。

（副部会長）
沖縄文化芸術振興アドバイザー
平田　大一
（ﾋﾗﾀ　ﾀﾞｲｲﾁ）

（文化観光スポーツ部会）

70 検証シートにあるように、ハード整備
（大型MICE施設）の遅れみないなも
のをどう書き込んでいくか、国が国際
MICE施設を誘致しようといっている。
それがハード整備が遅れているから伸
びていかない。知恵を使って何か基
準みたいなものが必要ではないか。

　この検証シートにあるように、来年新しいＭＩＣＥ施
設ができて、そのこけら落とし的なものがツーリズムＥＸ
ＰＯジャパンになるはずだった。それが今見送られてい
るという状況で、そういったハード整備の遅れみたいな
ものをどう書き込んでいくかということも重要ではない
か。
　これは書くのが非常に難しい部分であるが、国が国
際ＭＩＣＥを誘致しようと言っている。それがハード整備
が遅れているがために伸びていかないということですか
ら、知恵を使ってやっていただきたい。何か基準みたい
なものもどうやっていくのか。

「ウ　大型MICE施設を核とした戦略的なMICEの振興」中
１．（課題及び対策）の２段落目の最後に、事実として下記を追記
これら課題に対応するため、早期整備の実現に向け沖縄振興特別推
進交付金を活用すべく、国との協議を重ねてきたが、同交付金の制度
終期までに整備を完了させることが困難な状況となったことから、整備
財源の確保策を中心に、事業の在り方について再検討を行うべく調査
事業を実施し、スケジュールも含めて今後の進め方を整理することとし
ている。

２．（課題及び対策）の最後に、総括的な対策として、国の協力を念
頭に下記を追記
　MICEの推進については、国の「観光ビジョン実現プログラム2018」に
位置付けられていることも踏まえ、「沖縄MICE振興戦略」で示した大
型MICE施設の整備を含む各種施策を通じて、国際的なMICE開催
地として発展しつつ、国の政策にも貢献できるよう、引き続き関係機関
の理解と協力を得ながら、その推進を図っていく。

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）
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71 　ＭＩＣＥについては東委員からもあり
ましたが、これまでの取り組みの成果
のところに、大型ＭＩＣＥ施設の検討
に関してもう少し踏み込んだ記載が
あってもいいのではないか。

　大型ＭＩＣＥ施設の整備に向けての今の現状がな
かなか伝わりきれない。これは課題のところにもかかわ
るかもしれないが、そこの工夫が必要ではないか。来
年ツーリズムＥＸＰＯジャパンやリゾテックの議論の中で
も大型の展示場が必要だという議論がずっと出ている
ため。

同上 沖縄観光コンベンションビューロー会長
下地芳郎
（ｲﾓｼﾞ　ﾖｼﾛｳ）

（文化観光スポーツ部会）

72 ＮＰＯ法人バリアフリーネットワークのと
取組について、先進事例として書き
込むべきではないか。

バリアフリーのＮＰＯ法人バリアフリーネットワークの頑
張りもあり、車椅子の貸し出しであるとか、いろいろな
部分というのは数字で取れると思う。アレルギーの部
分も県が非常に積極的にサポートしていただいて、冊
子も第２版までできて、そして申込書も統一フォーム
のひな形ができている。着実にそういった受け入れ体
制ができてきていますので、そういった部分を、せっかく
いいことですので、先進事例として書き込めてほしい。

【委員意見を踏まえ修正】
P453(14行目）と（15行目）の間に以下の文を追記する。

（追記文案）
　「しょうがい者・こうれい者観光案内所」の運営団体との継続した連
携の下、観光バリアフリーに関するプロモーションを実施した。取組の結
果として、同案内所の問い合わせ件数は開所時の平成19年と比較し
て平成30年は約13倍となっており、国内外においてバリアリー観光地と
しての認知度が高まった。

沖縄ツーリスト株式会社代表取締役会長
東　良和
（ﾋｶﾞｼ　ﾖｼｶｽﾞ）

（文化観光スポーツ部会）

73 ぜひ武道ツーリズムを追記してはどう
か。

外から空手で連れて来ないと、中で盛り上がっても真
水の経済効果はおきない。空手で人を動かす仕組
みをつくる武道ツーリズムは非常に重要。国の政策と
も合致していますので、ぜひそれを書き込んでいただき
たい。

【委員意見を踏まえ修正】
素案本文361頁15行に以下とおり追記する。
（追記文案）
　沖縄を代表する伝統文化のひとつである空手を将来に渡って確実に
保存・継承していくためには、指導者及び後継者の育成を図るととも
に、沖縄空手を支える道場の運営基盤強化に取り組む必要がある。
　また、世界に１億３千万人いるともいわれる空手愛好家を対象に、指
導者派遣事業や空手の日記念演武祭、世界レベルの大会を着実に
実施することにより「空手発祥の地・沖縄」をSNS等を活用して強力に
発信し認知度の更なる向上を図る必要がある。
　さらに、多言語に対応した沖縄空手案内センターによるコーディネート
を引き続き行うほか、空手に特化した専門ガイドの育成や武道ツーリズ
ムの造成、空手専用アプリの開発、長期滞在型宿泊施設を整備する
こと等により世界中の空手愛好家の受入体制の強化を図るとともに、
これらの取組を通してユネスコ無形文化遺産の登録に向けた県民機
運の醸成を図る必要がある。
　特に、武道ツーリズムについては国も強力に推進していることから、感
動体験型商品として本県の歴史と風土を重ね合わせた空手のルーツ
を巡るコースや体験プログラムなど沖縄空手ならではのオリジナル商品
を企画開発し、空手を目的とした一般来訪者の交流人口も拡大させ
ることにより、本県のリーディング産業である観光産業はもとより商工業
等関連産業へも幅広く波及効果を高める必要がある。

一般社団法人日本スポーツツーリズム
推進機構会長
原田　宗彦
（ﾊﾗﾀﾞ　ﾑﾈﾋｺ）

（文化観光スポーツ部会）
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別紙１

番
号 章 頁 行 報 告 書 （ 素 案 ）本 文 意 見 （ 修 正 文 案 等 ） 理　　　由　　　等 審　議　結　果 発言の委員

沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書（素案）に対する修正意見審議結果一覧（文化観光スポーツ部会）

74 3 458 15～
20

　対象事業の用に供する設備で、その
新設又は増設に係る取得価額の合計
額が1,000万円超の場合、一定割合
（建物・建物附属設備：８％、機械・装
置：15％）を法人税額から控除する（た
だし、控除額は法人税額の20％以内、
対象となる投資額は20億円が上限。超
過する部分は４年間繰越可能。）。

①「超過する部分は４年間繰越可
能」は同じ括弧書きの中の「法人税
額の20％以内」の後に続けた方がよ
いのでは。

②「投資額は20 億円が上限」
→「取得価額の合計額は20 億円を
限度」

③観光地域
「取得価額の合計額が…」
→「一の設備のうち一定の対象施設
の取得価額の合計額が」

④情報特区・地域、観光地域
「建物・建物附属設備：8％」
→「建物・建物附属設備、構築物：
8％」

⑤「●円超」か「●円を超える」の文
言統一

①「20 億円が上限」の後に続くと、20 億円を超える
部分は翌年以降使えるようにも読めるため。

②投資を制限するものではなく、税額控除の計算上
20 億円を限度としているため。

③金額基準は税額控除の対象となる設備の金額で
判定するのではなく、一の設備で判定するため。

④構築物の記載がないため。

⑤文言を統一するため。

【委員の意見を踏まえ修正】
観光地形成促進地域制度に係る①から⑤の事項について、以下のと
おり修正を行う。

（修正文案）
対象施設事業の用に供する一の設備を構成する資産の取得価額の
合計額が1,000万円を超えるの場合、一定割合（建物・建物附属設
備、構築物：８％、機械・装置：15％）を法人税額から控除する（ただ
し、控除額は法人税額の20％以内、超過する部分は４年間繰越可
能。対象となる取得価額の合計額は20億円を限度。）。

沖縄税理士会税理士
鈴木和子
（ｽｽﾞｷ　ｶｽﾞｺ）

（産業振興部会）

75 3 458 21 　対象施設の用に供する家屋又は構築
物を構成する減価償却資産の取得価
額の合計額が1,000万円を超える場合、
対象施設である家屋及びその敷地であ
る土地（取得の日の翌日から１年以内
に当該家屋の建設の着手があった場合
に限る。）に対して課する不動産取得税
を免除する。

物流特区
「その新設又は増設」→ 削除

（理由）
他の特区には表現されておらず、総務省令及び県
条例にもなかったため。

【委員の意見を踏まえ修正】
観光地形成促進地域制度に係る事項について、以下のとおり修正を
行う。

（修正文案）
対象施設の用に供する家屋又は構築物の新設又は増設に係る減価
償却資産の取得価額の合計額が1,000万円を超える場合、対象施
設である家屋及びその敷地である土地（取得の日の翌日から１年以
内に当該家屋の建設の着手があった場合に限る。）に対して課する不
動産取得税を免除する。

沖縄税理士会税理士
鈴木和子
（ｽｽﾞｷ　ｶｽﾞｺ）

（産業振興部会）

76 3 458 37～
38

　対象施設の用に供する家屋又は構築
物を構成する減価償却資産で、その新
設又は増設に係る取得価額の合計額
が1,000万円超の場合、その取得した年
の翌年度以降５年間、固定資産税を
免除する。

「その取得した年の翌年度以降５年
間…」
→市町村条例の例
「新たに課されることとなった年度以
後５年度分」
「最初の年度以降５年間」
「最初に課税される年度以降５年
間」

（理由）
市町村条例との文言統一

【委員の意見を踏まえ修正】
観光地形成促進地域制度に係る事項について、以下のとおり修正を
行う。

（修正文案）
対象施設の用に供する家屋又は構築物を構成する減価償却資産
で、その新設又は増設に係る取得価額の合計額が1,000万円超の場
合、新たに課されることとなった年度以後５年度分、固定資産税を免
除する。

沖縄税理士会税理士
鈴木和子
（ｽｽﾞｷ　ｶｽﾞｺ）

（産業振興部会）
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別紙２

分　　野 課　　題　　の　　内　　容 課　題　設　定　の　考　え　方
総点検報告書（素案）

の関連箇所
備　　考

文化 しまくぅばの普及について

（問題）
「しまくとぅば」普及計画に基づき、様々な取組を行っているが、しまくとっばを挨拶
程度以上話す人の割合は伸び悩んでいる。
（課題）
しまくとぅばを聞く機会や話す機会を増やすなど、関係機関と連携し、保存・普及・
継承に向けた取組が必要である。

保健長寿・保健医療 スポーツ実施率について

（問題）
２０代から40代の若い世代のスポーツ実施率が低く、また、運動をする人と全くし
ない人の二極化が進んでいる状況にある。
（課題）
総合型地域スポーツクラブをはじめとした地域スポーツ環境を充実させ、県民の
運動・スポーツをする機会創出を図り、生涯スポーツ社会を実現していくことが必
要である。

交流

ウチナーネットワーク数ではなく、ア
ンデンティティやネットワークの強化
について

（問題）
国際交流の推進については、海外在住の県系人の世代交代が進む中、若者の県
人会活動等への参加が減少傾向にあるなど、ウチナーンチュとしての意識、アイ
デンティティーの低下が懸念されている。
（課題）
ウチナーネットワークを担う次世代育成のための各事業間の連携を進め、若い世
代へのアプローチを図る必要がある。

観光産業振興 空手ツーリズムの振興について

（問題）
武道ツーリズムが全国的に注目されているが、専門ガイドの育成や体験プログラ
ムの充実などの空手ツーリズムについて振興が遅れている。
（課題）
空手ツーリズムの振興を図る必要がある。

重要性を増した課題及び新たに生じた課題の一覧（文化観光スポーツ部会）

　① 重 要 性 を 増 し た 課 題

31



別紙２

分　　野 課　　題　　の　　内　　容 課　題　設　定　の　考　え　方
総点検報告書（素案）

の関連箇所
備　　考

観光産業振興 島単位の実態把握について

（問題）
離島毎にどのような観光が望ましいのかを考えるために、観光客数、観光収入な
ど、島単位で実態が把握が求められている。
（課題）
離島毎にどのような観光が望ましいのかを考えていくため、観光客数、観光収入
など、島単位で実態を把握する必要がある。

観光産業振興
クルーズ船寄港における良質な観
光を確保する「観光管理」について

（問題）
クルーズ船の増加についての総合的な分析や評価、寄港地周辺の経済効果と併
せて、良質な観光を確保する「観光管理」が求められている。
（課題）
クルーズ船の増加についての総合的な分析や評価、寄港地周辺の経済効果と併
せて、良質な観光を確保する「観光管理」を図る必要がある。

観光産業振興
入域観光客の増加により生じる諸
問題への対応について

（問題）
一部地域では入域観光客数の増加による自然環境への負荷の増大や地域コミュ
ニティへの影響が懸念されているため、経済や社会、環境への影響に十分配慮し
た持続可能な観光地づくりを推進する必要がある。
（課題）
県民生活や自然環境に影響が生じる諸問題については、市町村や観光協会等か
ら情報を収集するとともに、沖縄観光の現状を示す観光統計の強化等を通じて、
課題を整理した上で地域と連携を図りつつ、対応を検討する必要がある。

　② 新 た に 生 じ た 課 題
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自由意見の一覧（文化観光スポーツ部会）

【文化】

１ 観光訪問地選択における重要な要素は、有形無形の文化財

の質と量である。県内41市町村の有形無形の文化財、祭り行

事、風景、地域習慣の再発見と物語を編み出していくストー

リー化を図り、交流を促すとともに、地域住民の誇りをたく

さん創りあげていく必要がある。

（文化観光スポーツ部会：當山智士）意見書

２ 文化の担い手育成は基幹産業である観光に大変重要であ

る。伝統文化継承者認定制度等により伝統文化継承活動を働

きながら図れる社会環境を目指す必要がある。

（文化観光スポーツ部会：當山智士）意見書

３ 「P50〈県民意識調査〉質問項目：県民が文化芸術にふれる

機会が増加していること」について、10年後の後々を考える

ために、この調査結果に年齢別も載せる必要がある。

（文化観光スポーツ部会①：渡嘉敷通之）

４ Ｐ49にしまくとぅばの記載があるが、しまくとぅばといっ

ても、地域ごとに方言がある。そういったものは、どこで触

れあえるのか、例えば地域に戻った場合に、そういった場所

があるのか。そこらへんの基準を示す必要がある。

（文化観光スポーツ部会①：渡嘉敷通之）

５ 芸能関係ですが、随分と高齢の方々が伝承者として保存会

で認められている。組踊をする方々が非常に増えている一方

で、高齢のため舞台に立つチャンスがないため、事業の展開

の仕方とか、伝承者の認定を考える必要がある。

（文化観光スポーツ部会①：大城學）
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６ 10ページ(資料８)県立芸術大学がキャリア支援をかなり充

実させている面で評価が高いと思いますが、本来アートを目

指している人たちが、就職だけではなく、自分で起業するな

ど、自分自身のセルフマネジメントを行う必要がある。

（文化観光スポーツ部会②：平田大一）

７ 文化の役割は、病院・福祉関係など社会的課題に対して必

要とされる部分が広がってくる。そういう視点を学生たちに

しっかりと気づきを与えていく必要がある。

（文化観光スポーツ部会②：平田大一）

８ 県立芸術大学の就職率が上がることも大変重要なことだ

が、それぞれのアートに携わる皆さんが起業することも大切

である。ただ、全ての人材の面倒を見ることは難しいが、例

えば理解のある企業の皆さんは県が認定をする、パトロン企

業にステッカーをあげるなど、国税だと難しいかもしれない

が、県の法人税とかの軽減とか、具体的な取り組みが必要で

ある。

（文化観光スポーツ部会②：富田めぐみ）

９ しまくとぅばに関してもさまざまな取り組みがなされてい

るが、日常生活で私たちはしまくとぅばに触れる機会が大変

少なくなっている。イベント的に月に１回とか年に１回しま

くとぅばに触れるよりは、日常生活の中で自然に身について

いくような取組が必要である。

（文化観光スポーツ部会②：富田めぐみ）

10 空手はグッドコンテンツになる可能性がある。ターゲット

を絞ってマーケティング戦略に取り組む必要がある。

（文化観光スポーツ部会②：石原端子）
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11 357ページの40行に「伝統文化の後継者が不足しているた

め」と書いてあるが、これは舞踊だけではなくて、県内の空

手道場も同様。高齢の方が道場主になっていて、次世代をど

うするか、ただ道場を運営するのではなくて、今のニーズに

合った運営の仕方が必要である。

（文化観光スポーツ部会②：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

12 舞踊も空手の道場運営も一緒だと思うが、どのようにいい

ものを売っていくか、次世代の道場の経営をどうするのか、

こちらの支援を県で取り組む必要がある。

（文化観光スポーツ部会②：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

13 しまくとぅばに関していくと、日常的に使っていくとい

う、具体的に啓蒙していくアクション・指標が必要である。

（文化観光スポーツ部会②：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

14 11ページに県立博物館・美術館の入場者数の目標が50万人

に対して、実績が50万4,000人で目標達成となっているが、首

里城が200万人以上、美ら海水族館だと500万人以上で、この1

0年の沖縄の観光の大きな伸びという中で考えれば、県立美術

館・博物館は、結果的に100万人を超えるぐらいになっていて

初めて目標達成と言えるのではないか。目標があって達成し

たとなってしまうと、もうこれで何か終わったような感じが

してしまって、実はもともとの目標の設定がどうだったのか

を検証していく必要がある。

（文化観光スポーツ部会：下地部会長②）

15 プロ通訳の人材育成の話があったが、観光立県、また文化

は、企業やプロだけでなく、県民をどう関わらせるかが重要

である。県民向けの講習とか、県民が文化を理解して観光客

に伝える、プロだけに任せない取組が必要である。

（文化観光スポーツ部会③：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）
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16 海外の修学旅行に関して、学校の交流も重要だが、沖縄に

はすばらしい文化があって、その文化をコアにした修学旅

行、沖縄が誇るものを中心としたプログラムを展開していく

必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

17 空手のイベントの持ち方に工夫が必要になっている。空手

のプロではなく、健康のためにやっている方もいる。沖縄の

文化、その他に魅力を感じて沖縄にくる方も空手界の中には

いる。今は県立武道館で演武会をしても、自分たちの子ども

が終わったら親は帰ってしまっている。そういう意味では、

楽しい参加型のイベントに取り組む必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：佐久本嗣男）

18 来年には第２滑走路ができる。フランクフルトまでオース

トリア、スイス、オランダ、フランスから１時間で飛べる。

ここを拠点にして、ダイレクトに来れば、27時間で飛んで来

れる。交通機関をうまく有効活用して、もっと世界に空手を

アピールする必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：佐久本嗣男）

19 資料14の９ページに「沖縄空手の次世代を担う指導者・後

継者の育成を図り」とあるが、それより重要なのは一般空手

家の人口増加で、弟子がいないと指導者はいらない。なぜ道

場には人が少ないのか、リサーチして対処する必要がある。

沖縄に道場は400ぐらいある。オーストラリアの田舎、小さな

町に道場が３つ、４つあるが、すべてうまくいっている。何

が問題なのか、それを検証する必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）
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20 空手案内センターは海外向けの皆さんのために設置された

組織と思われているのか、県民の理解度・認知度が少ないの

か、空手家も含めて案内センターにほとんど来ない。もっと

空手界との連携、ネットワークを作る必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

21 空手には色々なニーズがあると思う。セミナーやイベント

の持ち方も含め、誰のために、何を求めているかをもっとリ

サーチすべき。ただ、イベントをやるのではなくて、空手家

以外の一般県民にも見せるために、演武の持ち方や何を見せ

るかなど、もっと検討する必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：ﾐｹﾞｰﾙ･ﾀﾞﾙｰｽﾞ）

22 海外に芸能団体を派遣しているが、交流ではなく、沖縄の

伝統芸能を紹介することになっていないか。沖縄の文化を理

解してもらう、それはいいことだが、交流は、やはり片肺呼

吸にならないよう、文化交流のあり方を検討する必要がある

（文化観光スポーツ部会④：大城學）

23 学校教育の中で空手をもっと取り入れて、たくさんの子ど

もたちに指導をして、スポーツ空手なのか、文化なのか分か

らないが、裾野が広がる取組を行う必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：小島博子）
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【健康長寿・保健医療】

１ 資料８の20ページ、スポーツの実施率が成人の週に１回し

かない、子どもたちは、それ以前の問題で、体力も二極化し

ている。スポーツの実施率も分かれている。大事なことは、

運動しようよと言ってあげる指導者が必要。これは沖縄が安

全・安心でみんなが健康になるベースとなるので、指導者の

育成について具体的な対策が必要がある。

（文化観光スポーツ部会②：石原端子）

【交流】

１ ウチナーネットワークの数字は達成できてないが、アイデ

ンティティが強化され、ネットワークが作られているなら、

数字が達成できていなくても、十分、県民は評価するのでは

ないか、質と量の部分のバランスがとれた説明をしていく必

要がある。

（文化観光スポーツ部会②：佐野景子）

２ 海外からの修学旅行は本当に異文化体験・理解のいい機会

である。文化観光スポーツ部と教育庁で、国際理解教育や開

発教育に取り組んでいるが、先生を育て、修学旅行に単に来

るだけでなく、来てもらったら、先生と子どもたちにとって

いい機会になるよう、取組を進めていく必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：佐野景子）
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【観光産業振興】

１ 資料８の検証シートの20ページ、スポーツコンベンション

の県内参加者数は、平成29年の時点で令和３年度の目標値を

超え、非常にいい成果を出している。スポーツコミッション

沖縄を作り、県外から人を呼び込んで、経済の活性化を起こ

すアウター政策がうまくいっている。一方で、スポーツ実施

率や総合順位などは低い状況にある。今後、インナー政策が

必要である。

（文化観光スポーツ部会②：原田宗彦）

２ 380ページの38行目「また、芝生管理の専門的知識を有する

人材を育成し、グラウンド芝生環境の向上を図るなど、スポ

ーツ・レクリエーション環境の整備及びスポーツコンベンシ

ョンに対応した施設の充実を図ったことで、サッカーキャン

プの件数も過去最高となった」とある。これは人材育成が実

を結んだ一つの事例だと思う。こういった成功事例を大きく

クローズアップして、光を当てていくことが必要である。

（文化観光スポーツ部会②：平田大一）

３ ナイトコンテンツについて海外の方、県民の方が一緒に楽

しめるような、文化観光を推奨できる施設が必要である。

（文化観光スポーツ部会②：小島博子）

４ 資料10・54ページ、総点検報告書(素案)の458ページ、観光

地形成促進地域について、大観光時代を迎える中で、交流拠

点であるホテルが対象になっていない。特に県内資本ホテル

は零細・中小が非常に多い中で、資金力のある県外、それと

海外の大手が、どんどん沖縄にホテル建設を始めている。誰

のための観光かという意味で、県内資本のホテルの経営の強

化を図る意味で、ホテルの新設やリノベーションを投資減税

の控除対象とする必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：當山智士）
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５ 世界に通用する観光人材の育成ですが、特にホテルの現場

は、世界に通用する観光人材の誘致に変わっている。語学教

育をせず、優秀な人材を採用していく時代に変わっている。

国の施策の特定技能１号は始まり、マルチタスク化はかなり

実現している。ぜひ新たな取り組みとして、ひとつの指標と

して取り組む必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：當山智士）

６ 海外からの修学旅行ですが、海外の学校は沖縄県内の学校

との交流を望んでいる。観光地に来るというより、沖縄の学

校との交流を望んでいる。ただ、交流先を探すのが大変。早

めに早めに日程を決めて交流先を探す必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：小島博子）

７ 海外からの依頼は大学にも結構ある。これは小中学校も一

緒だが、従来のカリキュラムにどう組み合わせるかの課題が

ある。観光の効果は、経済効果だけではなく、異文化理解の

効果が大きい。全国的に見ると沖縄は徐々に増えてきている

が、一部の学校の非常に意欲的な先生方に頼っている。この

あたりは組織的に県の教育庁や各市町村の教育委員会等と

も、観光の効果としての異文化理解について学校側に説明す

る必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：下地部会長）

８ 白タクについて、取り締まりだけではなくて、お客さんが

望んでいることが、言語ができて運転ができる方。人材育成

という意味で、人手不足だが、語学力も含めて養成する、そ

ういうドライバーは給料も高くなる。そういった部分での助

成が必要である。

（文化観光スポーツ部会③：小島博子）
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９ 資料８の42ページ、産業間連携の強化で、観光客一人当た

りの土産品購入費と宿泊業における県産品利用状況が進展遅

れとなっている。滞在日数を大きく伸ばすのは現実的にはな

かなか難しいが、この部分は少しずつ改善できる見込みがあ

る。これまでは物産公社など、農林水産業との部分は結構さ

れてきたが。文化や空手の分野を含めた消費額の向上に取り

組む必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：下地部会長）

10 観光土産、観光製造業という観点はすごく重要。土産の約

７割は本土産で、沖縄の土産屋さんの多くが仕入れ屋のた

め、県のGDP、県民所得も含めて上げていくためには、沖縄で

つくって、自分たちで販路を拡大して必要がある。

（文化観光スポーツ部会③：當山智士）

11 空手を含めたスポーツが盛り上がっている。武道ツーリズ

ムやスポーツツーリズムが沖縄の１つの基幹産業として重要

となる。今後、サッカースタジアムやアリーナもできる。そ

れらを最大限活用したプロモーションやプロスポーツの振興

が必要である。

（文化観光スポーツ部会④：原田宗彦）

12 武道ツーリズムが全国で注目されている。空手振興課と観

光振興課の連携も含め、空手ツーリズム的な指標を加える必

要がある。

（文化観光スポーツ部会④：下地部会長）

13 今はどの国で、いつごろ「空手」と入力されているか、デ

ータを取ることができる。そういうデータを取って、タイム

リーに情報を発信する必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：東良和）
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14 グーグルなどで検索を少し検証すると、空手というのは世

界から結構多く検索されている。そこを分析しながら、そこ

にどう発信をしていくのか。世界に向けてどのように、誰に

向けて、どう発信していくか、紙ベース、写真ベース、動画

ベースの組み合わせ、発信力が今非常に問われる。あとは解

説。知らない人、知っている人それぞれに向けた発信の強化

を行う必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：下地部会長）

15 空手の世界だけで自主財源をいかにつくれるかを考える必

要がある。bjリーグをはじめとするバスケットボール、あれ

は「バスケットボール産業」とは言わない。バスケットボー

ルのルールは変えてない。これは文化も一緒で、変えてなら

ないものは、変えてはならないものとありながらも、周りで

どうそれをいい意味で遊んでいくか。「空手関連産業」とい

う表記の仕方を含めて検討する必要がある。

（文化観光スポーツ部会④：平田大一）

16 フリーWI-FIの普及率（国際通り他）、利用時においての不

具合、政府が求めるキャッシュレスに変わるクレジット機能

付き支払いに対応した観光施設の改善が一向に進んでいな

い。部瀬名リゾート敷地内、グラスボート窓口・観光施設パ

イナップルパークなど沖縄県を上げて普及率にとりかかる必

要がある。

（学術・人づくり部会③：呉屋良昭）

17 台風接近や警報発令の広報マイクでは日本語だけの対応と

成っており、非常時に外国人への告知が成されていない。英

語・中国語・韓国語の対応が必要である。

（学術・人づくり部会③：呉屋良昭）
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18 離島毎にどのような観光が望ましいのかを考えていくた

め、観光客数、観光収入など、島単位で実態を把握する必要

がある。

（離島過疎地域振興部会①：上妻 毅）

19 県外において認知度が低い小規模離島については、観光客

の増加に向けた重点的な支援が必要である。また、近年離島

への旅行形態が、パッケージ旅行・団体旅行よりも個人旅行

・フリープランが主体となっていことを踏まえ、それに対応

した離島観光の魅力発信、旅行商品造成に取り組む必要があ

る。

（離島過疎地域振興部会③：上妻 毅）

20 寄港回数の増加だけを指標としている目標値の設定にはい

ささか違和感がある。寄港地の利益に結びつかないもの、激

安のツアー料金で募集をかけた買い物ツアー、中には悪質な

囲い込みツアーの類も東南アジアなどで行われており、クル

ーズ船の寄港に規制や制限をかける都市や地域がいくつも現

れてきている。ただ増やしていくという目標の設定ではな

く、クルーズ船についての総合的な分析や評価、寄港地周辺

の経済効果と併せて、良質な観光を確保する「観光管理」の

必要がある。

（離島過疎地域振興部会③：上妻 毅）

21 離島で外国人の受入拡大に向けた取り組みを推進する場合

は、宿泊業の技能測定試験、日本語能力試験の２つに合格し

た人材を受け入れることになる。その場合、適切な雇用契

約、適正な受入機関、支援体制、支援計画、そのほか、外国

人の受け入れに伴う生活・住宅・言葉のサポートも含めて条

件を整える必要がある。

（離島過疎地域振興部会③：上妻 毅）
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22 国内客離島訪問者の満足度の上昇は、国内客の離島訪問率

とは必ずしも比例していないと思われる。そのため、国内客

の離島訪問率を上昇させる、あるいは、着地型観光客数の増

加に向けた、より精度の高い指標の作成について、検討する

必要がある。

（離島過疎地域振興部会④：外間守吉）

23 地域・離島課のデータ（資料）には、島別の入域観光客

数、宿泊能力を整理した表がある。宮古事務所と八重山事務

所では、毎年、上期と下期で島別の入域観光客数を整理し、

推計ベースで圏域の観光消費額もまとめている。このような

データを基礎データとしながら、より精度の高いデータを島

別に整理していくのが担当課の役割ではないか。離島の観光

リゾート産業の振興は、島によって事情も条件も違うため、

島別の入り込み客数、消費額、滞在期間などが整理されない

と、実態に即した目標が立てられないのではないか。目標を

立てるためにはこのような基礎データが重要で、部局を超え

てデータを共有し、集約する必要がある。

（離島過疎地域振興部会④：上妻 毅）

24 これからは観光管理計画や観光地経営など、地域主体、離

島主体の観光を支えるような人材の育成が重要である。594ペ

ージの１行目「行政と民間が連携した取組体制を強化」とい

う記載に関して、サービスの提供だけではなく、地域主体の

離島観光を支える人材の育成には、行政と民間の連携が必要

である。

（離島過疎地域振興部会④：上妻 毅）

25 キャッシュレスが当たり前の外国人に対応しつつ、セキュ

リティ強化に努める必要がある。

（産業振興部会④：上原啓司）
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26 沖縄県のプロの通訳者登録は数名に過ぎず、国際会議には

県外から誘致せざるを得ない状況である。基地内大学で学ぶ

学生は、プロの通訳者と成る得る可能性がある。プロ通訳の

目標数値の設定や、沖縄県が開催する国際会議への参加の機

会を設ける必要がある。

（学術・人づくり部会③：呉屋良昭）

【全分野】

１ 県の観光入域者数が伸びれば県のGDPも伸びる。観光が伸び

て県のGDPと県民所得が伸びなかったら、それは基幹産業とは

言えない。入域者数・観光収入と県GDPと県民所得の比較が可

能な指標について検討する必要がある。

（文化観光スポーツ部会①：當山智士）

２ P８～10で今後の沖縄振興の基本的な考え方の6点の中の5点

目にSDGｓについて新しい視点が入っている。グローバル化の

進展や第4次産業革命の進展を産業の振興に生かす記載もあ

る。ただ、IoTやAIの進展によって、国民、世界を含めライフ

スタイルが変わると言われている。これらは、従来の海洋島

嶼、米軍基地、人口減少と匹敵するぐらいの社会変化だと言

える。よって、産業振興の視点だけではなく、次の沖縄振興

の方向性は、教育にも福祉にも医療にもどう生かすかといっ

た視点を考える必要がある。

（文化観光スポーツ部会①：下地部会長）

３ 総点検は、次期振計のためにやっていると思う。今、世の

中の変化が激しく、企業では３年間の事業計画がつくれない

状態。経営コンサルタントに行っても、事業計画をつくるこ

と自体が間違っていると言う人もいる。10年前に策定された2

1世紀ビジョン、総点検は無駄にならないと思うが、次にどう

つなげるかを常に意識して点検して行く必要がある。

（文化観光スポーツ部会：東良和②）
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４ 100点で達成したものであっても、次期振計には載せないも

のや、もっと高度化しないといけないもの、自走させてしま

って外していくものもある。また進展遅れの部分も、もう１

回チャレンジして次の10年で本物にしていくものもある。時

代の要請にそぐわなかったので、もうやめましょうというも

のも出てくると思う。達成したかどうか、次につなげるかど

うかは、別問題だと認識しないといけない。そういう意味で

は俯瞰的な目で見ていく必要がある。

（文化観光スポーツ部会：東良和②）

５ ６次振計ではSDGsやSociety 5.0、またはデジタルの部分が

たくさん出てくる。第５次の部分での断捨離で捨てていく部

分を考える必要がある。

（文化観光スポーツ部会：東良和②）

６ 次の振計に向けては、量から質へ、量と質のバランスを考

えたときに、やはり質を意識した指標が、指標の中で明確に

分かれるような、定性的な意味合いを含んだ指標が、目標値

にしっかり見える必要がある。また、これまでになかった満

足度とか、全然別の指標がこれからは必要である。

（文化観光スポーツ部会：下地部会長②）

７ この計画が何のためにあるかというところで言うと、沖縄

県民が幸せになるためというか、幸せが向こう10年、または3

0年後、50年後、我々の子孫たちがどういうふうに幸せに暮ら

しているのかを忘れないで考える必要がある。

（文化観光スポーツ部会：前田裕子③）

46


